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2 北海道 江別市
共生のまち江別！ 江別版生涯活
躍のまち

江別市の全域

江別版「生涯活躍のまち」構想の特徴である、市内のアクティブシニアを
ターゲットとした「近隣転居型」、現在誘致活動を進めている高等養護学
校との相乗効果が期待でき、事業用地の整備やそこでの活動を中心とし
て、徐々に周辺にある様々な社会資源（商店街、大学など）と連携するこ
とで、大麻地区全体の取り組みとして広げる「タウン型モデル」を推し進
めるものである。

生涯活躍のまち形成事業計画に基づ
く特例
特定地域再生支援利子補給金
生涯活躍のまち形成事業計画による
サービス付き高齢者向け住宅の入居
者要件の設定

計画本文

3 北海道 北海道富良野市
第２期富良野市まち・ひと・しご
と創生推進計画

北海道富良野市の全域

人口減少対策による地方創生では、既存資源を有効に活用しながら個性や
魅力を磨き上げ、地域の活力を維持・向上させていく必要がある。元気な
魅力ある「富良野」を創るため、市民と行政が共に考える「共創」による
まちづくりを進め、富良野に「しごと」をつくり、「しごと」があること
で富良野に「ひと」を呼び込み、「ひと」の暮らしを支える富良野の「ま
ち」が活性化する好循環による相乗効果を生み出すために、地方自ら主体
的に創造していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

4 北海道 北海道北広島市
第２期北広島市まち・ひと・しご
と創生推進計画

北海道北広島市の全域

本市は、豊かな自然に育まれた素晴らしい住環境や地理的な優位性を生か
しながら、着実に成長し続けてきたが、右肩上がりで順調に増加してきた
人口は、平成19（2007）年をピークに減少に転じている。これらの人口減
少に歯止めをかけるため、総合戦略に掲げる4つの基本目標「子どもを産
み育てたいと思えるまちをつくる」、「北広島市への新しい人の流れをつ
くる」、「持続可能で住みやすい魅力的なまちをつくる」、「創業と雇用
を促進し、安心して働けるまちをつくる」に基づいた施策を着実に推進す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

5 北海道 北海道茅部郡鹿部町
鹿部町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道茅部郡鹿部町の全域

本町の人口減少と少子高齢化が今後も継続すると考えられることから、令
和２年度に策定した第２期鹿部町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づ
き、①鹿部で「稼ぐ力」を高める事業、②鹿部に人を「集める力」を高め
る事業、③鹿部で子どもを育てる「魅力」を高める事業、④住民の安全・
安心・健康を「守る力」を高める事業を基本目標とし事業を実施すること
で人口減少の抑制や地域経済の活性化に向けた地方創生の取り組みを推進
する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

6 北海道 北海道茅部郡森町
森町まち・ひと・しごと創生推進
計画

北海道茅部郡森町の全域

第２次森町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げる、①「誇りある産業
の更なる躍進と安定した雇用を創出する」、②「森町の魅力発信と”おも
てなし”により交流を促進する」、③結婚・出産・子育ての希望をかなえ
るための支援を充実する」、④「誰もが健康で、安心して暮らすことが出
来る環境を整備する」の４つの基本目標と、⑤「多様な人材の活躍推進と
新しい時代の流れを力にする」の横断的な目標の達成により、人口減少を
抑制し、将来にわたって安心して住み続けられる地域を維持できるまちづ
くりを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

7 北海道 北海道瀬棚郡今金町
今金町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道瀬棚郡今金町の全域

第２次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく本町の魅力を活か
し、安心して働き、子育てができ、住み続けられるまちの実現のため、今
回、新たに「今金町まち・ひと・しごと創生推進計画」を策定し、社会
減・自然減に歯止めをかけ、総合戦略に基づく本町施策を推進するため、
企業版ふるさと納税を活用して本町ゆかりの企業等から寄附を募ってい
く。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

8 北海道 北海道岩内郡共和町
共和町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道岩内郡共和町の全域

本町では、今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、基幹産業である農
業で担い手不足やそれに伴う産業の衰退、さらには地域コミュニティの衰
退など、住民生活への様々な影響が懸念される。これらの課題に対応する
ため、本計画期間中、４つの基本目標を掲げ、町民の結婚・妊娠・出産・
子育ての希望の実現を図り自然増につなげる。また、住み慣れた地域で健
康で安心して生活できる環境を整備し、転出抑制を図るとともに、基幹産
業の農業を中心とした雇用環境の確保を図り、若年者が安心して働ける基
盤整備を行い、社会減に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

9 北海道 北海道鷹栖町
e-あったかファーム　次世代型施
設園芸農業への進化による地域再
生プロジェクト

北海道鷹栖町の全域

本事業は、担い手の減少により産地の維持が厳しい状況となったきゅうり
産地を活性化するため、10年後の産地の目指すべき姿を設定し、地域ぐる
みの支援体制による移住就農者の募集・受け入れ・育成による担い手の確
保、栽培面積の拡大等を図り地域の活性化につなげ、地方への新たなひと
の流れを創出するものである。本町の施設園芸農業は「超高収量・高品質
化」「超省力化・省エネルギー化」「高付加価値化」による進化を遂げ、
若者が夢や希望を叶えることができる持続可能な産業として飛躍的な発展
を目指すものである。

地方創生推進タイプ 計画本文

10 北海道 北海道上川町

交流×関係×定住による持続可能
な地域経済・暮らしの構築～
ニューノーマルを切り拓くローカ
ルイノベーション推進プロジェク
ト～

北海道上川郡上川町の全域

観光客の長期滞在化や地域資源を活用した魅力ある特産品や体験コンテン
ツの開発、また、それらに伴う若者にとって魅力ある雇用の創出など山積
する地域課題の解決に向けたさまざまなプロジェクトを通じて、都市部で
暮らし働くクリエイティブ人材や大学生、企業人などを「関係人口」とし
て巻き込むための、受け皿やシステムを構築することで、地域内外のス
テークホルダーの手により持続可能な地域経済と暮らしが構築されていく
全国でも先駆的な地域となることを目指していく。

地方創生推進タイプ 計画本文

11 北海道 北海道上川郡清水町
清水町人口ビジョン・総合戦略推
進計画

北海道上川郡清水町の全域

本町の人口減少の主な原因である出生数の減少と若年層の流出は、担い手
や労働力不足といった生産年齢人口の減少を進行させる。人口減少対策と
地方創生の実現のため「まちの産業を確立し安心して働けるようにする事
業」「まちにひとの流れをつくる事業」「若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる事業」「安心で生活しやすいまちづくりとともに、広域
連携を推進する事業」により、担い手や労働力の確保、民間資金の還流な
どといった持続可能な地域の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

北海道、札幌市、函館市、小樽市、
旭川市、室蘭市、釧路市、帯広市、
北見市、夕張市、岩見沢市、網走
市、留萌市、苫小牧市、稚内市、美
唄市、芦別市、江別市、赤平市、紋
別市、士別市、名寄市、三笠市、根
室市、千歳市、砂川市、深川市、富
良野市、登別市、恵庭市、伊達市、
北広島市、石狩市、北斗市、当別
町、福島町、知内町、木古内町、七
飯町、鹿部町、森町、長万部町、江
差町、黒松内町、蘭越町、真狩村、
喜茂別町、京極町、岩内町、神恵内
村、積丹町、古平町、仁木町、余市
町、赤井川村、南幌町、奈井江町、
由仁町、長沼町、栗山町、月形町、
浦臼町、新十津川町、妹背牛町、秩
父別町、沼田町、鷹栖町、東神楽
町、当麻町、比布町、愛別町、上川
町、東川町、美瑛町、上富良野町、
中富良野町、南富良野町、剣淵町、
下川町、美深町、中川町、幌加内
町、増毛町、苫前町、羽幌町、初山
別村、遠別町、猿払村、中頓別町、
枝幸町、豊富町、美幌町、津別町、
斜里町、訓子府町、佐呂間町、遠軽
町、湧別町、滝上町、西興部村、雄
武町、大空町、豊浦町、白老町、厚
真町、安平町、むかわ町、浦河町、
新ひだか町、音更町、士幌町、上士
幌町、鹿追町、新得町、清水町、芽
室町、中札内村、更別村、大樹町、
広尾町、幕別町、池田町、本別町、
足寄町、陸別町、浦幌町、釧路町、
厚岸町、浜中町、標茶町、弟子屈
町、鶴居村、白糠町、別海町、中標
津町、標津町、羅臼町

1 北海道

第68回認定（令和５年８月17日変更認定分）　　地域再生計画の概要

計画本文
北海道への移住、起業を促進する
ＵＩＪターン新規就業・地域課題
解決型起業支援事業

北海道の全域

全国を上回るペースでの人口減少及び幅広い業種での人手不足といった状
況に対応するため、道内中小企業等の求人広告を提供するマッチングサイ
トを開設するとともに、道内市町村と連携して東京圏からの移住者への支
援を行う制度を構築する。また、地域課題の解決に取り組む起業への支援
を行う。

地方創生推進タイプ

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y002.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y003.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y004.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y005.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y006.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y007.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y008.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y009.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y010.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y011.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y001.pdf
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第68回認定（令和５年８月17日変更認定分）　　地域再生計画の概要

12 北海道 北海道河西郡更別村
更別村まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道河西郡更別村の全域

本村の総人口は2015年の国勢調査において3,185人とゆるやかな減少に留
まってている。しかし今後の推計によると高齢化率は2045年までに11.4ポ
イント上昇し、10人に４人が高齢者になる超高齢化社会が予想され、想像
を超える大きな変化が待ち受けている。第２期更別村まち・ひと・しごと
創生総合戦略に基づき、基本目標に沿った事業に取り組むことにより人口
減少に歯止めをかける「積極戦略」と人口減少に対応するための「調整戦
略」を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

13 北海道 北海道厚岸郡厚岸町
厚岸町まち・ひと・しごと創生推
進計画

北海道厚岸郡厚岸町の全域

厚岸町においては半世紀にわたって人口が減り続けている。生産年齢人口
が減少し65歳以上の人口が増加を続けてきた。自然増減については、2002
年(平成14年)に自然減に転じ、社会増減については、長きにわたり社会減
の状態が続いている。町内には、若者が身につけたい知識、技術を習得す
る場や活かす職場など、夢や希望を満たす条件が十分には整っていないこ
となどの課題に対応するため各種施策や事業を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

14 北海道 北海道白糠郡白糠町 白糠町創生総合戦略推進計画 北海道白糠郡白糠町の全域

本町は第一次産業を基幹とする人口約7,600人の町であり、人口流出・少
子高齢化が進行する状況から、基幹産業の低迷、地域社会・産業の担い手
不足など、地域活力の低下と経済規模の縮小に拍車がかかる懸念がある。
こうした課題に対応するため、地域に賦存する豊かな地域資源を活かし、
「第一次産業の再興と振興」、「健康づくり」、「教育（意識改革）」の
施策を連動させ展開することが最終的に人口減少対策につながるという方
針の下、社会情勢の変化に対応した新たな視点も取り入れながら各種施策
を推進するもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

15 青森県 青森県三沢市
三沢市まち・ひと・しごと創生推
進計画

青森県三沢市の全域

「働きたくなるまち」「住みたくなるまち」「育てたくなるまち」「自慢
したくなるまち」の４つの基本目標のもと、まちの総合的な計画である
「三沢市総合振興計画」の基本理念に掲げる「未来へつなぐ　心安らぐ　
国際文化都市」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

16 青森県 青森県上北郡七戸町
七戸町まち・ひと・しごと創生推
進計画

青森県上北郡七戸町の全域

本町は人口減少が急速に進んでおり、2060年には５千人程度まで減少する
と推計されている。特に生産年齢の人口減少が顕著であり、地域の生活機
能の喪失の可能性や地域コミュニティの衰退が懸念される。地域を維持す
るためには、若い世代の人口減少に歯止めをかけることが重要と考え、
「年間30人の子どもの数を増やしていくこと」を目標に掲げ、住みたい・
住み続けたいと思える七戸町をつくっていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

17 青森県 青森県三戸郡南部町
南部町まち・ひと・しごと創生推
進計画

青森県三戸郡南部町の全域

町の景観や豊かな自然環境といった南部町の強みを活かして、都市部の住
民と町民との交流を深め、健康で長生きできる福祉の町として、「友(ゆ)
～ったり、遊(ゆ)～っくり、農(の)～んびり」をキャッチフレーズとする
“達者村”の実現に向けたまちづくりを進め、「名久井岳と馬淵川に抱か
れ、自然・環境・福祉に恵まれた交流のまち」の実現を目標とする。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

18 岩手県 岩手県
希望郷いわて本社機能移転・拡充
促進プロジェクト

岩手県の全域

直面する人口減少に歯止めをかけるためには、人口減少問題の根底にある
様々な「生きにくさ」を「生きやすさ」に転換し、多くの人々が「住みた
い、働きたい、帰りたい」と思える岩手を創っていく必要がある。特例措
置を活用して企業の本社機能の移転および域内企業の本社機能の拡充に伴
う新規立地等を推し進め、やりがいと生活を支える所得が得られる仕事を
創出し、岩手への新たな人の流れを創出する「ふるさと振興」を積極的に
展開する。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

19 岩手県 岩手県盛岡市
盛岡市まち・ひと・しごと創生推
進事業計画

岩手県盛岡市の全域

本市においては自然動態・社会動態においても若者の地元定着が大きな課
題であり、その背景には若者が望む職種や賃金等を求めて、東京圏等に転
出している現状がある。これらの課題に対応するため、本計画では、若者
や女性の仕事に関する願いに応えるとともに、都市の魅力を創出すること
により、若者の地元定着や東京圏等からの移住・定住を促進することで、
出生数の維持増加と転出超過抑制の好循環を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

20 岩手県 岩手県遠野市
伝承園を遠野の観光エントリー施
設化することによる地域活性化事
業

岩手県遠野市の全域

遠野スタイル創造・発展総合戦略まち・ひと・しごと創生総合戦略で観光
振興と交流人口の拡大を重点プロジェクトとして掲げているが、東日本大
震災以降、市内への観光入込が減少している。そこで本市の重要な観光資
源である「遠野物語」発祥の地域で昔ながらの伝統文化を体感できる伝承
園を現代のニーズに合わせて施設改修し、伝承園を拠点とした市内の観
光・特産品情報の発信や地域観光業者などとの連携による旅行商品の造成
及び販売等の実施により、リピーターや新たな観光客を創出し、交流人口
の拡大を図る。

地方創生拠点整備タイプ 計画本文

21 岩手県 岩手県胆沢郡金ケ崎町
金ケ崎町まち・ひと・しごと創生
推進計画

岩手県胆沢郡金ケ崎町の全域

金ケ崎町において、少子高齢化が進展し、人口減少に歯止めがかかってい
ない状況であることから、令和３年３月に策定する金ケ崎町まち・ひと・
しごと創生総合戦略（第２期）に基づき、①若者が夢・希望を持てるまち
を創る、②女性にとって魅力的なまちを創る、③活力と特色のある地域を
創る、といった基本目標に沿った事業を実施することで、人口減少を抑制
し、持続可能な地域社会の実現に向け地方創生の取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

22 岩手県 岩手県九戸郡洋野町
医療機器産業の育成と雇用創出に
よる地域課題解決プロジェクト

岩手県九戸郡洋野町の全域

洋野町は、産業的な強みが少なく他地域への人口流出と少子高齢化が急速
に進んでいるが、医療機器産業の成長性に着目した本事業の実施により、
強い産業として持続的な雇用創出と高い経済波及効果を実現し、町外から
の若年層の通勤者や移住定住者の増加や町外からの関連企業の増加につな
げ、人口減少問題の解決を図るものである。

地方創生推進タイプ 計画本文

23 宮城県 宮城県
富県共創！みやぎへの本社機能移
転等促進プロジェクト

宮城県の全域

東日本大震災により甚大な被害を受けた宮城県では，震災からの復旧・復
興にとどまらず，人口の減少，少子高齢化など現代社会を取り巻く諸課題
を解決する先進的な地域づくりに取り組んでいく必要がある。良質な雇用
を創出し，企業の地方拠点を強化することは，宮城県への移住・定住の流
れをつくる重要な要素となる。特例措置を活用して企業の本社機能の移転
及び拡充に伴う新規立地等を推し進め，就労機会の創出を図ることで地域
の活性化を図り，創造的復興を成し遂げ，震災前より県政運営の理念とし
ている富県共創を実現する。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

24 宮城県 宮城県石巻市
石巻市まち・ひと・しごと創生推
進計画

宮城県石巻市の全域

人口減少・少子高齢化対策等における諸課題を解決し、持続可能な地域社
会づくりを実現するため、「人口戦略の推進」として「安定した雇用を創
出し稼ぐまちをつくる」、「絆を大切にし人が集まるまちをつくる」、
「結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうまちをつくる」、「災害に強
く安全安心に暮らせる魅力的なまちをつくる」の４つを、また、「未来都
市の実現」として「コミュニティを核とした持続可能な地域社会をつく
る」を政策推進の対応方針として掲げ、地方創生に向けた取組を推進して
いく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y012.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y013.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y014.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y015.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y016.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y017.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y018.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y019.pdf
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https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y024.pdf
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25 宮城県 宮城県気仙沼市
気仙沼大島賑わい・観光拠点整備
プロジェクト

宮城県気仙沼市の全域

復興のリーディングプロジェクトとして整備された三陸道の開通により、
現在、本市へのアクセスは従来と比べ大きく改善されている。しかしなが
ら、本市最大の観光である大島・亀山は、施設の老朽化、アクセス手段の
悪さといった要因により、観光客を十分に呼び込めていない状況にある。
亀山を三陸観光の目的地、三陸周遊の拠点として整備し、総力を挙げて観
光誘客に取り組むことで、本市への観光誘客を大きく進展させ、漁業に並
ぶ新たな産業の柱として観光産業を育成していく。

地方創生拠点整備タイプ 計画本文

26 秋田県 秋田県北秋田市
第２期北秋田市まち・ひと・しご
と創生推進計画

秋田県北秋田市の全域

人口減少による地域経済の成長や行財政基盤の弱体化、地域コミュニティ
の維持などの課題を克服するため、第２期北秋田市まち・ひと・しごと創
生総合戦略に「産業振興による仕事づくり・稼ぐ地域づくり」、「新たな
人の流れをつくる移住・定住の促進」、「結婚・出産・子育てをかなえる
切れ目のない支援の推進」、「住み続けたい、安心を築く地域社会の形
成」の基本目標を掲げて将来世代が未来に向けて希望と誇りを持ち、安心
して暮らし続けることができる持続可能なまちづくりを推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

27 山形県

山形県、山形県鶴岡市、山形県大江
町、山形県酒田市、山形県新庄市、
山形県寒河江市、山形県上山市、山
形県長井市、山形県東根市、山形県
尾花沢市、山形県南陽市、山形県朝
日町、山形県舟形町、山形県高畠
町、山形県飯豊町、山形県庄内町、
山形県遊佐町、山形県白鷹町、山形
県河北町

やまがたの未来を担う元気な農林
業人材（ひと）づくり推進計画

山形県の全域

意欲ある若者や女性、多彩なスキルを有する県外からの移住者や他産業か
らの農業参入を含め、地域農林水産業を支える多様な人材を広く確保・育
成し、本県の基盤である農林水産業を活性化していくとともに、経営マイ
ンドや高度な経営・技術知識の習得やＩＣＴ等の新技術導入により、生産
性及び収益の向上を図り、将来を担う若者たちがチャレンジし希望の持て
る農業環境づくりを進め、持続的に発展する農業県やまがたを目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

28 山形県 山形県高畠町
移住定住促進事業による地域再生
計画

山形県東置賜郡高畠町の全域

「熱中小学校事業をベースにした移住定住事業の推進」においては、熱中
小学校プロジェクトによる交流人口を移住定住へつなげるため、空き家情
報の整備周知、移住希望者を対象にした町内でのおためし移住の仕組みづ
くりを行い、移住定住者の増加へつなげていく。「ぶどう畑再生プロジェ
クトの深化」においては、農業体験の機会を増やし、就農希望者の増加を
図り、新規就農者の増加を目指していく。また、収穫したぶどうは地元ワ
イナリーと連携しワインづくりなどを行い、ブランド化に取り組んでい
く。

地方創生推進タイプ 計画本文

29 山形県 山形県白鷹町
地域人材ベースキャンプによる担
い手確保推進事業

山形県白鷹町の全域

人口減少が進む本町が持続可能な地域づくりを実践していくためには、各
産業の担い手の確保と地域を先導する人材育成が最重要案件であり、外か
らの人材確保と内の人材育成を推進するため、地域人材ベースキャンプを
設立し、①労働者を組合員等の事業に従事する機会を提供する（いわゆる
労働者派遣）事業②地域コミュニティ組織（町内に６つあるコミュニティ
センター）の一括管理及び地域コミュニティ組織に配置する地域づくり
コーディネーターの育成③地域コミュニティ組織での地域住民のリスキリ
ング（学び直し）事業の企画・運営を行う。

地方創生推進タイプ 計画本文

30 福島県 福島県 福島県企業立地推進戦略 福島県の全域

地域の強みを生かした戦略的な企業誘致促進、福島県経済や雇用の担い手
として自立した活力ある中小企業の育成支援、産業を担う人材の育成確保
に積極的に取り組むことで、福島県の豊かな個性と魅力を最大限に引き出
し、いきいきとして活力に満ちた県づくりを図る。

地域再生支援利子補給金 計画本文

31 福島県
福島県、福島県本宮市、福島県郡山
市

多文化共生推進事業 福島県の全域

外国人住民が地域の中で生き生きと安心して暮らすとともに、震災等を
きっかけに活気を失った地域の担い手として活躍し、地域住民と共同で地
域の活性化を行ってもらうことにより、活気あふれるふくしまの実現を目
指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

32 福島県 福島県南相馬市
第２期南相馬市１００年のまちづ
くり応援事業

福島県南相馬市の全域

震災と原発事故により、多くの被害を受けた本市は、これまで復興に向け
て直面する課題に取り組んできた。2016年７月には、帰還困難区域を除く
避難指示が解除となり、徐々に市民が帰還を始めましたが、当初想定して
いたより帰還は進んでいない状況である。さらに、進行する人口減少も相
まって、経済力の低下や地域活動の縮小など新たな多くの課題も生じてい
る。これらの課題に取り組むため「100年のまちづくり」を政策目標とし
て掲げ、未来の子どもたちも家族や友人とともに暮らし続けられることを
目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

33 福島県 福島県伊達郡川俣町
川俣町まち・ひと・しごと創生推
進計画

福島県伊達郡川俣町の全域

本町では、死亡が出生を上回る「自然減」の状態が長く続いています。特
に平成17年以降は自然減数が100人をこえており、若者の町外への流出に
より、2019年には143人の社会減となっている。これらの課題に対応する
ために４つの基本目標を掲げ、住みやすい・住み続けたい・住んでみたい
と感じるまちづくりや、様々な人との出会いや、子育てのしやすい環境の
創出、雇用の確保、健康長寿の推進に取り組み、目標人口を2040年に
10,000人程度に維持することを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

34 茨城県 茨城県
いばらき地方活力向上地域等特定
業務施設整備促進プロジェクト

水戸市、日立市、土浦市、古河市、
石岡市、結城市、下妻市、常陸太田
市、高萩市、北茨城市、笠間市、つ
くば市、ひたちなか市、鹿嶋市、潮
来市、常陸大宮市、那珂市、筑西
市、稲敷市、かすみがうら市、桜川
市、神栖市、行方市、鉾田市及び小
美玉市並びに茨城県東茨城郡茨城
町、大洗町及び城里町、那珂郡東海
村、久慈郡大子町、稲敷郡美浦村、
阿見町及び河内町並びに結城郡八千
代町の全域並びに常総市の区域の一
部

企業の立地環境を整備することにより、企業の地方拠点の形成・強化を支
援し、地域における就労機会の創出を図ることを目的として、地方活力向
上地域特定業務施設整備事業を実施するとともに、支援措置によらない独
自の取組みを併せて実施することにより、効果の拡大を図る。県内を8つ
の経済圏に区分し、それぞれ移転型事業の区域及び拡充型事業の区域を設
定し、本社機能の移転・新増設を行う事業者で知事の認定を受けた者に対
し、債務の保証、課税の特例等の優遇措置を講ずる。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

35 茨城県

茨城県、水戸市、日立市、土浦市、
古河市、石岡市、結城市、龍ケ崎
市、下妻市、常総市、常陸太田市、
高萩市、笠間市、取手市、牛久市、
つくば市、ひたちなか市、潮来市、
常陸大宮市、那珂市、筑西市、坂東
市、稲敷市、かすみがうら市、桜川
市、行方市、鉾田市、茨城町、大洗
町、城里町、東海村、大子町、美浦
村、阿見町、河内町、八千代町、境
町、利根町

わくわく茨城生活実現事業 茨城県の全域

移住やＵＩＪターンに伴う経済的負担を軽減するため、一定の要件を満た
す移住者へ移住支援金を支給するとともに、求職者・企業側の就職情報の
不足によるミスマッチの解消を図るため、マッチングサイトや求人広告セ
ミナー等によりマッチングを支援する。また、県内経済の活性化に資する
ため、県が抱える社会的課題に対して効果的な起業をする者に対して、起
業支援金の給付や伴走支援を行う。

地方創生推進タイプ 計画本文

36 茨城県 茨城県鹿嶋市
第２期鹿嶋市まち・ひと・しごと
創生推進計画

茨城県鹿嶋市の全域

企業版ふるさと納税制度の活用により、地域のステークホルダーとの共創
によるまちづくりを行い，人口減少と地域経済の縮小を克服するための持
続可能なまちづくりを推進するとともに，まち・ひと・しごとの創生と好
循環を確立させる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

37 栃木県 栃木県
とちぎ本社機能立地促進プロジェ
クト

栃木県の全域

東京圏との近接性や充実した高速交通ネットワークなど、優れた立地環境
を生かし、栃木県全域を計画区域として、東京２３区からの本社機能の移
転や県内企業の本社機能拡充に取り組む。国の支援策に加え、本県独自の
取組により、本県への新たな人の流れを生み出すとともに雇用の場を創出
し、地域経済の活性化及び地域の産業活力の向上を目指す。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y025.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y026.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y027.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y028.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y029.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y030.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y031.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y032.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y033.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y034.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y035.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y036.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y037.pdf
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38 栃木県 栃木県佐野市
「佐藤さんゆかりの地」聖地化に
よる関係人口増加プロジェクト

栃木県佐野市の全域

全国で最多の200万人いるとされている「佐藤」姓は、平安時代に佐野に
居城し活躍し、平将門の乱を鎮めたとして知られる藤原秀郷をその始祖と
しており、「佐藤」姓の由来を「佐野の藤原」とする説が有力である。
そこで、全国200万人の「佐藤さん」を佐野市の関係人口に位置付け、
「唐沢山城跡」と「天明鋳物」の再興を拠り所に複合的に事業を実施し、
継続的な関係人口の創出・拡大と地域振興、さらには移住・定住の促進を
図る。

地方創生推進タイプ
まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

39 栃木県 栃木県那須塩原市
那須塩原市まち・ひと・しごと創
生推進計画

栃木県那須塩原市の全域

人口減少・少子高齢化が進むことによりもたらされる、生産年齢人口の減
少による経済規模の縮小、高齢者の増加による社会保障費の増加、地域の
賑わいの喪失等の課題に対応するため、「未来を拓く子どもたちの健やか
な成長のために」、「未来を創る地域産業の活性化のために」、「未来に
集う人々の活発な交流のために」、「未来を守る災害対応力の強化のため
に」の４つの基本目標を掲げ、人口減少に歯止めをかけ本市の地方創生を
成し遂げていくための取組を推進するもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

40 群馬県 群馬県
群馬県地域地方活力向上地域等特
定業務施設整備促進プロジェクト

前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎
市、太田市、沼田市、館林市、渋川
市、藤岡市、富岡市、安中市及びみ
どり市並びに群馬県北群馬郡榛東村
及び吉岡町、甘楽郡下仁田町及び甘
楽町、吾妻郡中之条町及び東吾妻
町、利根郡昭和村及びみなかみ町、
佐波郡玉村町並びに邑楽郡板倉町、
明和町、千代田町、大泉町及び邑楽
町の全域

群馬県地域には、東京に本社を有する企業の主力拠点が幅広い業種にわた
り、立地している。近年では、地震等に備えた事業継続体制の整備などの
観点から、製造業を中心に、東京等の本社機能の県内移転などの動きを見
せる企業も見受けられる。
　この動きを加速し、群馬県地域での安定した良質な雇用を創出するた
め、企業による特定業務施設整備を促進し、もって地域経済の活性化を図
る。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

41 群馬県 群馬県邑楽郡明和町
明和町まち・ひと・しごと地方創
生推進計画

群馬県邑楽郡明和町の全域

町民の結婚・妊娠・出産・子育ての希望の実現を図り、自然増につなげ、
また移住を促進するとともに、安定した雇用の創出による地域が活性化す
るまちづくり等を通じて、人口の社会減に歯止めをかけるため、「あたら
しいまちづくりの推進」、「子育てにやさしいまちづくり」、「明和町の
シティプロモーション」を本計画期間の基本目標として掲げ、「ずっと住
み続けたいまち」であり続けることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

42 埼玉県

埼玉県、熊谷市、秩父市、飯能市、
本庄市及び深谷市並びに埼玉県比企
郡小川町及びときがわ町、秩父郡横
瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町及
び東秩父村、児玉郡美里町、神川町
及び上里町並びに大里郡寄居町

埼玉県企業拠点強化促進計画

秩父市、本庄市及び深谷市並びに埼
玉県比企郡小川町及びときがわ町、
秩父郡横瀬町、皆野町、長瀞町、小
鹿野町及び東秩父村、児玉郡美里
町、神川町及び上里町並びに大里郡
寄居町の全域並びに熊谷市及び飯能
市の区域の一部

埼玉県県北地域及び秩父比企地域は、県の北西部に位置し、東京都心から
概ね６０ｋｍ～８０ｋｍ圏にある。気候が温暖で豊かな自然環境に恵ま
れ、自然災害も少なく、従来から製造業をはじめ多様な産業が発展してき
た。一方で、近年は人口や事業所数の減少が進んでおり、安定した雇用の
場を確保し、人口減少や流出をくい止めることが喫緊の課題となってい
る。
　そこで、当該地域における企業の本社企業の転入や拡充等を促進するこ
とにより、雇用機会の拡大を図り、地域経済の活力向上を目指す。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

43 埼玉県 埼玉県さいたま市
さいたま市版スポーツオープンイ
ノベーションプラットフォーム
（SOIP）構築支援計画

さいたま市の全域

本市の強みであるスポーツを活用し、関係人口の拡大による産業の活性化
を図るため、さいたま市版スポーツオープンイノベーションプラット
フォーム（SOIP）を構築する。本事業では、本市が抱える地域課題に対し
て、「さいたまスポーツシューレ」参画企業等のリソースと、地域・ベン
チャー企業等の製品・サービス・アイディアを組み合わせて、ソリュー
ション・サービスを検討し、新たな価値創出を支援していきます。また、
この営みを将来的にSSCが独自に実施できるよう、スキーム検討や人材の
育成を合わせて行っていく。

地方創生推進タイプ 計画本文

44 埼玉県 埼玉県秩父市
山間地域におけるスマートモビリ
ティによる生活交通・物流融合事
業推進計画

埼玉県秩父市の全域

山間地域の自治体が共有する「人・モノ」の移動に係る分野横断的な政策
課題の解決に向けて、ドローンを中心に、電気自動車(EV)等、小型モビリ
ティ、AIやIoTなどの未来技術を活用するとともに、新たな仕組みとして
MaaSを導入することにより、公共交通と物流を融合させた「秩父モデル」
の統合ネットワークを構築する。新たな事業や産業（カネ）の誘致を地域
企業との共生に結び付けることにより魅力ある雇用機会を創出し、若年層
を中心とした生産年齢人口の流出を防ぎ、活力あるまちづくりの推進によ
り地方創生を実現する。

地方創生推進タイプ 計画本文

45 千葉県 千葉市
第２期千葉市まち・ひと・しごと
創生寄付活用事業

千葉市の全域

本市は市内在勤者が多く、東京圏の他の政令市と比較して昼夜間人口比率
が高いなど、千葉商圏として高い商業拠点性を有している一方、東京湾に
面した海辺や豊かな里山や谷津田をもち、その先には太平洋へつながる九
十九里浜が広がるなど、東京圏にありながらも豊かな自然資源を有してい
る。このような、市の特性を最大限に活かした、千葉市ならではのまちづ
くりを進めるための戦略的視点に基づき、地域社会・地域経済の活性化に
取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

46 千葉県 千葉県木更津市
第2期木更津市まち・ひと・しご
と創生推進計画

千葉県木更津市の全域

人口減少や少子高齢化の進行にあわせ、労働力不足、税収の伸び悩みや社
会保障費の増大、地域経済の停滞等が懸念される。これらの課題に対応す
るため、本市が推進しているオーガニックなまちづくりのステップアップ
を着実に図り、木更津市人口ビジョンに掲げた将来人口（2030年14万人目
標）の達成に取り組む。また、将来にわたって活力あふれる持続可能なま
ちの創造に向けて、住みやすさ・暮らしやすさの向上を図るとともに、本
市の有する地域特性や地域資源を活かし、交流・関係人口や移住・定住人
口の増加に資する取組を推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

47 千葉県 千葉県成田市
成田市まち・ひと・しごと創生推
進計画

千葉県成田市の全域
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を活用して地方創生の取り組み
をさらに加速化させ、本市が掲げる将来像「住んでよし　働いてよし　訪
れてよしの生涯を完結できる空の港まち　なりた」の実現を目指すもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

48 千葉県 千葉県八街市
やちまた魅力発信・移住定住促進
事業

千葉県八街市の全域

本市の特性である落花生を初めとした農産物や豊かな自然、地域資源を生
かし、官民協働で市の魅力を収集発信する「やちまた魅力発信事業」、移
住希望者を対象に本市の自然環境を実際に体験してもらうツアーの開催、
また、その自然環境を守り育てる人材育成を行う「やちまた観光促進×人
材育成事業」、これらの事業を有機的に連携させることで、本市への新し
い人の流れを創出するとともに、観光交流及び地域経済の活性化を図り、
将来に渡って活気あふれる八街市の実現を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

49 千葉県 千葉県香取市
香取市まち・ひと・しごと創生推
進計画

千葉県香取市の全域

香取市の人口は、1985年の人口93,573人をピークに1995年以降減少の一途
をたどっており、近年も毎年1,000人程度、減少している状況である。市
の将来都市像である「豊かな暮らしを育む　歴史文化・自然の郷　香取　
～人が輝き　人が集うまち～」を実現するため、地域経済の低迷、少子高
齢化の進行等、本市を取り巻く厳しい環境の中において、「住みたい」、
「住み続けたい」と思える魅力あるまちづくりに向けた施策を積極的に推
進していくことにより、人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

50 千葉県 千葉県山武市
山武市まち・ひと・しごと創生推
進計画

千葉県山武市の全域

第２期山武市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、市が将来にわた
り持続可能な地域として成長していくために、子育て世代が住みたいと思
うまちを実現し、市民一人ひとりが山武市に誇りを持ち、住み続けるまち
を築いていくことにより、人口減少に歯止めをかけるもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y038.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y039.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y040.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y041.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y042.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y043.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y044.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y045.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y046.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y047.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y048.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y049.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y050.pdf
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51 東京都 東京都青梅市
青梅市まち・ひと・しごと創生～
あそぼうよ！青梅プロジェクト～

東京都青梅市の全域

本市は、2008年代に入り、多摩26市の中でもいち早く人口減少局面に突入
し、人口減少による地域経済の衰退、安定的な財政運営への支障が懸念さ
れる。そこで、人口減少と少子高齢化の抑制、地域経済の持続的発展を大
きな課題とし、「子どもを生み・育て、将来にわたり暮らし続けたいまち
を実現」、「青梅に暮らし、働き、訪れる人々にとって魅力あるまちを創
出」、「将来を見据えた、安全・安心なまちづくりを推進」の三つの基本
目標をかかげ、地方創生に向け、各施策に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

52 神奈川県 神奈川県
神奈川県プロフェッショナル人材
活用センター運営事業

神奈川県の全域

地域の中小企業の経営者に対して、地域金融機関等と連携しながら新事業
の開発や販路の拡大、事業のデジタル化など「攻めの経営」への転換を促
すとともに、そうした戦略の実現に必要なプロ人材の採用をサポートする
ため、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し運営する。

地方創生推進タイプ 計画本文

53 神奈川県 横浜市
横浜市まち・ひと・しごと創生推
進計画

横浜市の全域

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対す
る特例を活用し、６つの基本目標（基本目標１.力強い経済成長と文化芸
術創造都市の実現、基本目標２.花と緑にあふれる環境先進都市、基本目
標３.超高齢社会への挑戦、基本目標４.人が、企業が集い躍動するまちづ
くり、基本目標５.未来を創る多様な人づくり、基本目標６.未来を創る強
靭な都市づくり）に基づき、第２期「横浜市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」事業に取り組んでいく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

54 神奈川県 神奈川県小田原市
おだわらイノベーションラボを核
とした官民連携強化・共創による
持続可能なまちづくり事業

神奈川県小田原市の全域

若者・女性活躍推進、デジタル化によるまちづくり等、様々な分野におい
て官民連携を進めることで、地域の課題を解決し、生活の質を向上させ
る。その着実な実施のため、４つの新たな組織と「おだわらイノベーショ
ンラボ」を創設する。
また、本市の豊かな地域資源を、次世代へ継承していくため、第１次産業
における課題を、多様な主体が参画して取り組む。
こうしたことで、まちの価値は向上し、若年層の流入や女性の社会進出が
進み、労働力人口が増加し、加えて関係人口や定住人口が増加すること
で、持続可能なまちとなることを目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

55 新潟県

新潟県、新潟県長岡市、新潟県三条
市、新潟県柏崎市、新潟県新発田
市、新潟県小千谷市、新潟県加茂
市、新潟県十日町市、新潟県見附
市、新潟県村上市、新潟県燕市、新
潟県糸魚川市、新潟県魚沼市、新潟
県南魚沼市、新潟県弥彦村、新潟県
阿賀町、新潟県湯沢町、新潟県津南
町

人材・学・企業の結集「課題先進
地からのデジタルイノベーション
戦略」

新潟県の全域

本県は、全国より速いペースで進展する少子高齢化やものづくり産業等の
人手不足、過疎化などの課題の先進地であり、一方これは、デジタル技術
のポテンシャルやイノベーションを発揮するチャンスでもある。
本計画では全国に先駆けて直面するこうした課題を未来のヒントと捉え、
課題解決や新規事業創出に意欲ある企業・人材、大学等の結集を図り、本
県の強みであるものづくり産業等をデジタルの力で変革し、地域から魅力
あるビジネスと仕事を生み出すとともに、豊かなデジタル社会の実現に向
けて県と市町村が共同で取り組むものである。

地方創生推進タイプ 計画本文

56 富山県 富山県
「とやま未来創生」企業の地方移
転・拠点強化促進計画

富山県の全域

富山県では、工業用地の確保、企業の新規立地等に関する支援体制の構
築、企業立地等に伴う初期投資の負担を軽減する補助制度及び地方税の不
均一課税制度の創設、就職説明会の開催等を行うことにより、企業の立地
環境を整備するとともに、産学官共同研究を推進し、成長産業の育成を支
援し、企業の本社機能等の移転及び域内企業の本社機能等の拡充に伴う新
規立地等を推進することにより、当該地域における就労機会の創出を図
る。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

57 福井県 福井県
デジタルマーケティングを活用し
た移住定住促進事業

福井県の全域

福井県では、年間２千人程度の転出超過が続く中、「幸福度日本一」の暮
らしやすさを発信するとともに、若者や女性に魅力的で働きやすい雇用の
場を拡大するなど、Ｕ・Ｉターン対策を強化してきた。
本事業は、従来の移住定住事業を発展させ、デジタルマーケティングを活
用することで、潜在的な移住希望者層の開拓を図り、移住者の拡大につな
げるものである。

地方創生推進タイプ 計画本文

58 福井県 福井県
福井県　まち・ひと・しごと創生
推進計画

福井県の全域

結婚や出産・子育てを望む県民の希望を叶える応援を市町とともに徹底し
ていく。また、若者たちに本県で学び、働くことの魅力を伝え、県内進
学・就職を選ぶ若者を増やすとともに、市町と一体となり若者を呼び戻す
ＵＩターン対策に全力で取り組む。若者や女性が魅力を感じる仕事づくり
を経済界とともに進め、仕事が人を呼び込み、地域を活性化する好循環を
生み出していく。さらに、人口減少に伴う地域経済・社会における担い手
不足等の課題に対して、未来技術等も活用しながら、地域の活力を維持し
ていくための「適応戦略」を強化していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

59 山梨県

山梨県、甲府市、富士吉田市、都留
市、山梨市、大月市、韮崎市、南ア
ルプス市、北杜市、甲斐市、笛吹
市、上野原市、甲州市、中央市、市
川三郷町、早川町、身延町、南部
町、富士川町、道志村、西桂町、忍
野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口
湖町、小菅村、丹波山村

地方創生・移住支援金交付事業、
地域課題解決型起業支援事業

山梨県の全域

「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本目標である、
「①地域に根ざした新しい雇用を創生」、「②明日の山梨を担う人材を創
生」、「③人の流れをつくり地域経済を創生」、「④生み・育むことにや
さしい環境を創生」、「⑤将来にわたり活力あふれる地域を創生」が実現
される将来を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

60 山梨県 山梨県都留市
「ひと集い　学びあふれる　生涯
きらめきのまち　つる」創生プロ
ジェクト

山梨県都留市の全域

新たな産業の創出や、移住・定住の支援、豊かな地域資源を活かして、ま
ちの魅力を最大限に引き出すことにより、多くの人々がこの地に集い、自
分らしい暮らし方を発見し、この地で生活するすべての人が生涯を通して
いきいきと学び、自己のため、家族のため、そして、まちのために活躍
し、相互に高めあい、いつまでも元気で、きらめく人生を送れるようなま
ちを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

61 山梨県 山梨県笛吹市 笛吹市地域再生計画 山梨県笛吹市の全域

笛吹市のまち・ひと・しごと創生を推進するため、第2期笛吹市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略により、「子育て世代・若者に魅力的なまち」を
目指し取組を行う。5つの基本目標（教育、移住、相談・交流、仕事、防
災・防犯）に基づいて、これからの時代を担う子育て世代や若者のニーズ
に応じた事業を行い、本市の人口減少に歯止めをかけ、地域創生につなげ
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

62 長野県 長野県、長野県諏訪市
「諏訪湖創生推進拠点」を核とし
た諏訪湖の魅力向上・発信プロ
ジェクト

長野県諏訪市、岡谷市、茅野市、下
諏訪町、富士見町及び原村の全域

信州を代表する観光資源である諏訪湖の魅力を磨き上げ、ブランド力を向
上させるとともに、諏訪湖に係る観光・環境等の情報を一元的に発信する
ことを目的に、「諏訪湖創生推進拠点」の整備を行う。併せて諏訪地域の
各種ツーリズム等と連携し、諏訪湖を活用した観光振興や未来を担う地方
創生人材の育成を官民が協力しながら推進することにより、滞在型観光へ
の転換を図り、新たな人の流れの創出と諏訪地域全体の活性化を図る。

地方創生推進タイプ 計画本文

63 長野県 長野県須坂市
須坂市まち・ひと・しごと創生推
進計画

長野県須坂市の全域

保健補導員制度発祥の地であり、健康づくりの取組みが盛んな特性を生か
し、①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする。②須坂市
への新しい人の流れをつくる。③結婚・出産・子育ての希望をかなえる。
④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる。を本
計画の目標に掲げ、人口減少を和らげるとともに、将来にわたって活力あ
る社会を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y051.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y052.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y053.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y054.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y055.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y056.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y057.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y058.pdf
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https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y062.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y063.pdf
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64 長野県 長野県飯山市
飯山市まち・ひと・しごと創生推
進計画

長野県飯山市の全域

定住人口対策と関係人口の創出・拡大の両輪で地域課題の解決に取り組む
ため『次世代につなぐ活力あるいいやまづくり』を基本方針とし、これま
での取組みの成果や社会情勢等を踏まえ一層の充実・強化を図るべく第２
期飯山市総合戦略を策定した。そこに掲げる地域経済活性化、移住定住推
進、次世代育成等の基本目標を達成するための事業計画がこの飯山市ま
ち・ひと・しごと創生推進計画であり、本計画に基づく施策や事業に要す
る費用については、こころざしある企業の皆様からの寄附（企業版ふるさ
と納税）を見込んでいる。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

65 長野県 長野県茅野市

立川市を起点とし多摩地区及び首
都圏からの交流人口・関係人口の
拡大及び地域資源への関わりを通
じた関係人口創出事業

長野県茅野市の全域

長野県茅野市と都内多摩地区間のアクセスはJR特急で2時間未満である。
また、多摩地区には400万人超の人口があり、この地区を起点として首都
圏からの交流人口・関係人口の拡大を図る。また、従来は地元市民が中心
となり活用を模索してきた地域資源について、地元市民以外からの視点も
活かし一緒に関わりながら地域資源を活用していく「コトづくり」を通し
て、新たな関係人口の創出を図る。これらの取組を通じて人口減少、特に
生産年齢人口の減少に歯止めをかけ、地域の活性化を図る。

地方創生推進タイプ 計画本文

66 長野県 長野県北佐久郡軽井沢町
軽井沢町まち・ひと・しごと創生
推進計画

長野県北佐久郡軽井沢町の全域

高原保養都市の風土を持つ本町では、人口の変動をチャンスと捉え、定量
的・定性的に最適な人口構造の実現のため、Society5.0の推進やSDGsに基
づく取り組み、AIの活用等を官民一体として取り組む。基幹産業である観
光分野の他、新たな産業の創出のため、次の４つの基本目標に基づき、持
続あるまちづくりを形成する。
・魅力ある地域づくりと特性を活かした軽井沢ブランドの形成
・軽井沢へ新しい人の流れを生み出す
・ふるさと軽井沢で子どもを産み・育む環境をつくる
・参画・協働による安全・安心な地域づくり

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

67 岐阜県 岐阜県

国内最高水準飼養衛生管理環境を
有する畜産研究所を核とした高品
質畜産物の生産力・生産体制強化
プロジェクト

岐阜県の全域

岐阜県関市に高い水準の衛生管理体制を備えた、先進的な研究開発や省力
的な家畜の管理が可能な新たな家畜改良・種畜等供給拠点を整備する。こ
れにより、効率的かつ持続的な育種改良を実施でき、育種改良産物である
種畜・精液・種卵等の県内養豚・養鶏農家による利用を通じて、県内ブラ
ンド畜産物の生産を振興し、「稼ぐ」観光地の実現とそれによる雇用創
出・地方創生を図る。

地方創生拠点整備タイプ 計画本文

68 岐阜県

岐阜県、岐阜市、大垣市、高山市、
多治見市、関市、中津川市、美濃
市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃
加茂市、土岐市、各務原市、可児
市、山県市、瑞穂市、飛騨市、本巣
市、郡上市、下呂市、海津市、岐南
町、笠松町、養老町、垂井町、関ケ
原町、神戸町、輪之内町、安八町、
揖斐川町、大野町、池田町、北方
町、坂祝町、富加町、川辺町、七宗
町、八百津町、白川町、東白川村、
御嵩町、白川村

岐阜県生活わくわく支援パッケー
ジ（第２期）

岐阜県の全域

人口の過度な一極集中が進む東京都への転出を是正し、本県への移住を促
すことで、人手不足を解消するとともに、地域経済に波及効果をもたらす
仕組みを構築するため、移住支援、マッチング支援及び起業支援による移
住希望者の受入れに向けた環境を整備する。

地方創生推進タイプ 計画本文

69 岐阜県

岐阜県、岐阜市、大垣市、羽島市、
山県市、瑞穂市、本巣市及び海津市
並びに岐阜県養老郡養老町、不破郡
垂井町及び関ケ原町、安八郡神戸
町、輪之内町及び安八町、揖斐郡揖
斐川町、大野町及び池田町並びに本
巣郡北方町

２０２０西回りエリア特定業務施
設整備事業計画

岐阜市、大垣市、羽島市、山県市、
瑞穂市、本巣市及び海津市並びに岐
阜県養老郡養老町、不破郡垂井町及
び関ケ原町、安八郡神戸町、輪之内
町及び安八町、揖斐郡揖斐川町、大
野町及び池田町並びに本巣郡北方町
の全域

２０２０西回りエリアでは、若年層を中心に、職業上の理由による人口流
出が続いている。平成２６年１１月に２０２０西回りエリア企業誘致戦略
推進協議会を立ち上げ、豊富な水資源と広大な優良農地から産出する農産
物を活用した食品を中心とした産業集積に向け、地元市町、経済団体及び
金融機関が一体となって企業誘致戦略を進めている。企業の特定業務施設
の整備（移転・拡充）を積極的に後押しすることにより、地域における安
定した良質な雇用を確保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

70 静岡県 静岡県駿東郡小山町
小山町まち・ひと・しごと創生推
進計画

静岡県駿東郡小山町の全域

職場・生活・子育て環境等の充実、地域コミュニティの活性化、持続可能
なインフラ（道路・水道・公共交通など）の整備、防災・防犯体制の確立
など、総合的な町の魅力向上に努めることにより、人口減少に歯止めをか
け、社会増・自然増を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

71 愛知県 愛知県
デジタル技術の活用及びスタート
アップとの協業によるイノベー
ション創出事業

愛知県の全域
本事業では、デジタル技術の活用とスタートアップとの協業を両車輪とし
て取組を強力に推進していくことにより、本県が、日本の産業首都、更に
は国際的なイノベーション拠点として飛躍していくことを目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

72 愛知県 愛知県
愛知県スタートアップ支援拠点整
備事業

愛知県の全域

新たに整備するスタートアップ支援拠点では、県がMOUを締結し協力関係
を構築している世界最高クラスの海外スタートアップ支援機関のスタート
アップ支援サービス、グローバルな情報発信などのソフト事業をワンス
トップ・ワンルーフで提供するとともに、５G等の各種最先端技術を導入
した施設・設備の整備や各種実証実験の場を提供する。加えて、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大を契機として急速に進展する非接触・モバイル化
などデジタルシフトに対応する高度通信、リモート、ハード・ソフトにわ
たるDX推進環境を整備する。

地方創生拠点整備タイプ 計画本文

73 愛知県 愛知県岡崎市
岡崎市まち・ひと・しごと創生推
進計画

愛知県岡崎市の全域

岡崎市では今後の人口変化をきっかけとして、多側面で大きな影響が表れ
ることが想定される。そのため岡崎市第７次総合計画の総合政策指針で
は、人口ピークの上昇・先送りに主眼をおいて一歩先の暮らしで三河を牽
引する役割を目指すことを定めつつ、ＳＤＧｓ未来都市として自治体ＳＤ
Ｇｓ推進を掲げ、環境（まち）、社会（ひと）、経済（しごと）、パート
ナーシップの４視点から施策を定めている。これらの基本的な考え方に基
づき、４つの基本目標を設定し取組を進めていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

74 愛知県 愛知県高浜市
高浜市まち・ひと・しごと創生推
進計画

愛知県高浜市の全域

高浜市は、輸送機器関連企業が集積する地域にあり、第2次産業への就業
者割合が50.0％（平成27年国勢調査結果）と日本一高く「モノづくりで働
くまち」として発展し、現在も人口が増加しているまちである。しかしな
がら本市の人口動態は景気動向に大きく左右され、転入・転出による人口
移動が多いなど、不安定な一面もある。将来にわたり「暮らしの地」とし
て選ばれ続けるため、いつまでも住み続けたいまちと思っていただけるよ
うな取組みを展開し、転出抑制による長期的な人口維持を図っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

75 愛知県 愛知県田原市
田原市まち・ひと・しごと創生推
進計画

愛知県田原市の全域

基幹産業である農業、製造業などの産業振興や新たな施策の推進、環境整
備などにより地域において安定した雇用を創出する。市民がふるさとで暮
らしたくなる施策により人口の流出を防止するとともに、住環境・教育環
境などの充実を通じてＵＩＪターンを促進する。基幹産業に従事する方へ
の結婚支援や地域ぐるみの切れ目のない子育て支援で若者の希望をかな
え、「安心して住める」「住んで楽しい」まちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

76 三重県 三重県
若者と共に創る、若者に選ばれる
高等教育機関・企業・地域の魅力
向上事業

三重県の全域

若者の県内定着に向け、学びの充実を通じた高等教育機関の魅力向上、
「働きやすさ」「やりがい」といった企業の魅力向上、若者の愛着を高
め、魅力を発信することを通じた地域の魅力向上の取組を相互に連携さ
せ、進学時や就職時に「選ばれる三重」をめざす。若者を事業を共に創る
パートナーとしてとらえ、若者の参画を求めることにより、自らの学び
舎、職場、地域をより良いものとしようとする若者のシビックプライドを
醸成し、本県の未来を担う人材として育成する。

地方創生推進タイプ 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y064.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y065.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y066.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y067.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y068.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y069.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y070.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y071.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y072.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y073.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y074.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y075.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y076.pdf
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77 三重県 三重県
次代につなぐ新たな三重の農林水
産業の推進

三重県の全域

若者が魅力を感じる働きやすい「持続可能なもうかる農林水産業」の実現
をめざし、3Kからの脱却に向けた「活力ある働く場づくり」、DXに対応し
た「地域で活躍し続けることができるひとづくり」、持続可能な「魅力あ
ふれる地域づくり」の3本柱のもと、県内農林水産業へのDXを推進すると
ともに、SDGsを原動力とした持続可能な本県の特長を生かした地域づくり
に取り組みます。

地方創生推進タイプ 計画本文

78 三重県 三重県 みえ元気プラン推進計画 三重県の全域

「安全・安心の確保」「活力ある産業・地域づくり」「共生社会の実現」
「未来を拓くひとづくり」の４つを基本方向に掲げ、人口減少に関する課
題にさまざまな施策を分野横断的に活用し、一体的に取り組むことで、課
題解決を図るとともに、地域の自立的かつ持続的な活性化を実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

79 三重県 三重県桑名市
桑名市まち・ひと・しごと創生推
進計画

三重県桑名市の全域

少子高齢化の進展等に起因する地域社会の様々な課題に対応するため、子
育て、学び、労働等の日々の生活、活動をするうえでの心地よさ、快適さ
を向上させる「長期的に続けることで効果が緩やかに表れる政策」を推進
して定住人口を増加させるとともに、桑名の魅力を発信し、桑名に来る人
を魅了する等「短期施策の繰り返しによる実績で効果が表れる政策」をあ
わせて推進し、交流人口や海外の方を含めた来訪者を増加させることで、
「まち・ひと・しごと創生」に取り組む

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

80 三重県 三重県三重郡朝日町
朝日町まち・ひと・しごと創生推
進計画

三重県三重郡朝日町の全域

朝日町まち・ひと・しごと創生推進計画として、今後も町の活力を維持す
るために、子育て支援や教育の充実など子どもを産み、育てやすい環境づ
くりをはじめ、産業振興と働きやすい環境づくり、東海道をはじめとした
地域資源を活用した賑わいのあるまちづくり、暮らしやすい生活環境基盤
の整備、安全・安心への対応など多様な施策を展開し、合計特殊出生率の
維持・向上と人口流入の維持、社会減の抑制を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

81 三重県 三重県度会郡南伊勢町 年少人口Ｖ字回復プロジェクト 三重県度会郡南伊勢町の全域

1960年から減少し続けてきた南伊勢町の人口は近年著しい減少傾向となっ
ており、2015年の国勢調査を基にした将来推計人口では2045年には人口が
約70％減少し、年少人口比率は約2.9％、生産年齢人口比率は約25.9％、
高齢人口比率は約71.2％と推計されている。人口減少と少子高齢化が急激
に進行すれば町の存続の危機に瀕するため、将来に向けた人口減少・少子
高齢化対策への早急な対応をするべく、若者にとってこの町で暮らし続け
たいと思うような環境づくりを行い年少人口を増加させ人口構成を改善し
ていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

82 京都府

京都府、京都府京都市、京都府福知
山市、京都府綾部市、京都府宇治
市、京都府亀岡市、京都府城陽市、
京都府八幡市、京都府京田辺市、京
都府南丹市、京都府木津川市、京都
府久御山町、京都府井手町、京都府
宇治田原町、京都府笠置町、京都府
和束町、京都府精華町、京都府南山
城村、京都府京丹波町

観光を入口とした地域振興事業 京都府の全域

DMOを中核に、行政や民間が協働して地域づくりに取り組み、あらゆる産
業の連携で観光を入口とした地域振興と多角的な地域経済を実現するとと
もに、多様な仕事づくりと暮らしやすい生活環境づくりにより、地域で稼
ぎ、地域で暮らし、地域で夢を実現できる環境を築くことで、新たな人の
流れを生み出し、温かくも多様な人の交流のある地域コミュニティの力の
もと、誰もが住みやすい豊かな地域の実現を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

83 京都府

京都府、京都府京都市、京都府宇治
市、京都府宮津市、京都府城陽市、
京都府八幡市、京都府京田辺市、京
都府和束町、京都府精華町、京都府
舞鶴市、京都府京丹後市、京都府南
丹市

文化庁京都移転を契機とした京都
からの文化創造・発信プロジェク
ト

京都府の全域

文化庁京都移転を新たな契機とし、「音楽」と「伝統芸能・舞台芸術」の
分野を中心として、京都から全国へ文化芸術活動を強く発信する事業を実
施することで、地域経済の活性化と観光誘客、府民が京都文化を身近に感
じる環境の構築、京都の伝統文化・生活文化等の次世代への継承を図る。

地方創生推進タイプ 計画本文

84 京都府 京都府長岡京市 長岡京市地域創生推進計画 京都府長岡京市の全域

人口減少・少子高齢化の進展による地域経済の衰退や公共交通サービスの
低下などの住民生活への様々な影響をはじめ、地域の魅力低下による負の
スパイラルを回避するために、「結婚・出産・子育ての希望を導き、かな
える」「良質で快適な暮らしを追求する」「にぎわいを創出し、地域経済
を活性化する」「まちの魅力を発信し、人の流れとつながりをつくる」の
４つの基本目標に基づく取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

85 京都府 京都府与謝郡与謝野町
企業版ふるさと納税を活用した与
謝野町ひと・しごと・まち創生推
進計画

京都府与謝郡与謝野町の全域

国・京都府の第2期戦略も踏まえつつ、第2次与謝野町総合計画で示してい
る「みんなのみらいがみえる」まちづくりの基本理念のもと、
○与謝野を愛し、多様性を認め合いながら、新しいモノやコトを創出する
地域人財をつくる
○たすけあう地域ぐるみの出産・子育てを実現
○持続可能な与謝野の産業をつくる
○まちへの人の流れをつくる
○地域と地域が連携し、持続可能なまちをつくる
の5つの基本目標に沿って、町民をはじめ産・学・官・金・住民団体等多
様な主体と連携・協力し、みんなで地域創生を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

86 大阪府 大阪府岸和田市
岸和田市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府岸和田市の全域

人口の減少や本市の活力を支える生産年齢人口及び将来の担い手の減少
は、まちの活気を減退することにつながり、このまちの活気の減退がさら
なる人口減少を引き起こすという“負のスパイラル”は、本市に例外なく
訪れるものと想定される。そこで、この“負のスパイラル”の主原因とな
る急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、地域で住みよい環境を確保し
て、人口減少に歯止めをかけるとともに、将来にわたって活力あるまちを
維持するために８つの基本目標（プロジェクト）を設定し、持続可能な都
市の実現のための取組を進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

87 大阪府 大阪府豊中市
豊中市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大阪府豊中市の全域

 本市の人口は平成１７年以降増加傾向にあり、令和２年（2020年）には
40万人を超えた。しかしながら、新型コロナウイルスの影響や全国的な少
子高齢化の流れと同様に今後は、人口減少・少子高齢化が進むことが想定
されている。人口減少・少子高齢化に歯止めをかけるために、出生率向上
施策と働き盛り世代の社会増につながる施策を中心に、子育て世帯を主な
ターゲットとした５つの「基本目標」に基づき、「みらい創造都市とよな
か　～明日がもっと楽しみなまち～」をめざす。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

88 大阪府 大阪府松原市
松原市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大阪府松原市の全域

少子高齢化の進展に伴う地域経済の縮小等が全国的な課題となる中、本市
における人口動態においても、社会増減全体では改善傾向にあるものの、
20代の転出超過が課題となっている現状等を踏まえ、20歳から39歳までの
世代をメインターゲットとして、健康で安心して暮らすこと、また不安や
負担を感じることなく、安心して子育てができるまちの実現に向け、結
婚・出産・子育てへの支援や、移住・定住の促進に係る取組など、若い世
代の希望をかなえる施策を行っていきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

89 大阪府 大阪府箕面市
箕面市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大阪府箕面市の全域

今後、想定される人口減少・少子高齢化による社会経済的な影響を抑える
ため、住宅都市の魅力を格段に高め、今後も人口が増え続ける地盤をより
強固にし、人口の増加・維持へと繋げる。これらを実現するため、「新た
な価値を産み出す成長産業を創出する」、「箕面へ大きなひとの流れを生
み出す」、「安心して子育てができ、子どもがのびのびと育つまちをつく
る」、「地域が連携し、だれもが安全・安心にいきいきと暮らせるまちを
つくる」を基本目標に掲げ、持続的に発展する活力ある地域社会の実現に
つなげていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y077.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y078.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y079.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y080.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y081.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y082.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y083.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y084.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y085.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y086.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y087.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y088.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y089.pdf
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90 大阪府 大阪府羽曳野市
羽曳野市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府羽曳野市の全域

中長期的な人口減少が避けられない中、それに伴う課題に対応するため、
①【羽曳野で結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる】、②【羽曳野
に新しい人の流れと雇用を創り出す】、③【羽曳野でいきいきと安心して
暮らせる環境を整える】を基本目標達成のための戦略の柱として掲げ、ま
ち・ひと・しごと創生をめざすものである。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

91 大阪府 大阪府門真市
人情味あふれる！笑いのたえない
まち実現計画

大阪府門真市の全域

生産年齢人口割合の減少と、それに伴う市税等の収入の減少や、社会保障
費用等支出の増加、労働力や消費の縮小による地域経済の衰退が課題と
なっている。こうした課題に対応するため、若い世代や子育て世代の定住
を促進し、バランスのとれた年齢構成を実現し、社会減に歯止めをかけ、
社会保障費用等支出の増加を抑制するとともに、地域経済を活性化する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

92 大阪府 大阪府四條畷市
けいはんな学研区域（田原地域）
における、自動運転車を起点とし
た地域主体のまちづくり

大阪府四條畷市の全域

本市は、これまで生活や経済活動の利便性を向上させうるICT等の新たな
技術を巧みに活用し（子どもの見守り活動、市役所窓口のキャシュレス決
済の導入、自宅に居ながら住民票が取得できるシステム等）、産官学と住
民・地域コミュニティが参加・活動し、よりよい地域社会や住みよい環境
を新たな技術を活用し創り上げきている。本事業は、地域主体のまちづく
りをめざし、四條畷市田原地域に自動運転車の導入に向けた実証実験等を
行い、その成果を市域全体のまちづくりに組み込み、四條畷市全体の活性
化を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

93 大阪府 大阪府四條畷市
四條畷市まち・ひと・しごと創生
推進計画

大阪府四條畷市の全域

本市の人口は、社会動態においては近年転入超過の傾向にあるものの、自
然動態においては出生が死亡を下回り、全体として人口ビジョンに掲げる
将来展望を上回る減少傾向を示している。
目標とする人口動態を達成するため、住みたい、住み続けたいと思っても
らえるまちづくりを推進すべく、「親子がいきいき暮らせるまち」「『働
きたい』を応援するまち」「もっと知りたい、ずっと住みたいまち」を基
本目標とし、子育て、産業、シティプロモーション等の観点から施策・事
業を展開する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

94 大阪府 大阪府南河内郡太子町
太子町まち・ひと・しごと創生推
進計画

大阪府南河内郡太子町の全域

人口減少・少子高齢化の進行による地域の担い手不足や地方経済の縮小な
どの課題に対応し、目指すべき将来像である「人と自然と歴史が交流し 
未来へつなぐ 和のまち “たいし”」の実現に向け、「安心して子どもを
産み育て、健康に暮らせる体制をつくる」、「安心・安全な地域をつく
る」、「働く場や交流機能の充実による地域活力の向上」、「地域に愛着
と誇りを持ち、地域を支える人材の育成」を基本目標に地方創生の取組み
を推進していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

95 兵庫県 兵庫県、兵庫県三木市 スマート兵庫実現プロジェクト 兵庫県の全域

デジタル技術の地域実装を推進し人口が減少する中でも質の高い豊かな暮
らしが営まれる兵庫をつくるため、政策横断的に最新技術の（ドローンや
MaaS、ローカル５G）実証実験を行う。また、各モデル地区の計画策定支
援や、兵庫県の共通ルール（データ標準化、連携方法等）の策定、横展開
可能なモデルとなる取組を行う。

地方創生推進タイプ 計画本文

96 兵庫県 兵庫県洲本市
洲本市まち・ひと・しごと創生推
進計画

兵庫県洲本市の全域

本市においては、1950年以降人口減少傾向が続いている。2010年にはピー
ク人口に比べて31％少ない47,254人となっており、今後もこの傾向が続い
た場合、2060年の人口は約19,000人程度まで減少することが見込まれてい
る。このような状況を踏まえ、長期的な視点に立った本市の人口減少の推
移とそれがもたらす経済（生産・消費）活動や市民生活への影響を行政、
市民、地域団体、企業等がともに認識し、これを回避していくための対策
を総合的かつ効果的に進めるため、本計画を策定する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

97 兵庫県 兵庫県淡路市
淡路市まち・ひと・しごと創生推
進計画

兵庫県淡路市の全域

人口減少が進行すると、地域コミュニティの崩壊といったことが懸念さ
れ、地域の持続可能性が危ぶまれる。これらの課題に対応するため、次の
４つの基本目標を掲げ、自然減および社会減に歯止めをかける。
・社会的要因による人口増加に向けた雇用施策の展開
・定住促進と転出抑制に向けて「訪れたい、暮らしたい淡路市へ」
・人をつなぎ、まちを継ぐ。サスティナブルシステムが担うまち
・地域の魅力がつなぐ、みんなが支えあい協力し合うまちづくり

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

98 兵庫県 兵庫県たつの市 たつの市まち未来創生推進計画 兵庫県たつの市の全域

本市の人口は、平成17年の市町合併時の82,719人から、約74,000人まで落
ち込んでいる。国立社会保障・人口問題研究所によると、2045年には、
2015年比較で総人口が約68%となる見込みである。人口減少は出生数の減
少や、進学・就職等により主に15歳から24歳人口の流出の継続、ファミ
リー層の転入減少が原因と考えらえる。これらの課題に対応するため、本
市の財産である人・文化・歴史・産業・自然の地域資源を最大限に活かし
ながら、まち・ひと・しごとの創生による地域の好循環を生み出し人口減
少を克服する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

99 兵庫県 兵庫県稲美町
稲美町まち・ひと・しごと創生総
合戦略推進計画

兵庫県稲美町の全域

第2期稲美町総合戦略の基本的な考え方である“夢と希望をかなえる稲美
のくらしの創生”をめざし、下記の基本目標を実現するための様々な施策
に取り組む。「基本目標１　安定して働ける稲美町をつくる」、「基本目
標２　稲美町へのつながりを築き、新しいひとの流れをつくる」、「基本
目標３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「基本目標４　ひとが
集う、安心して暮らすことができる魅力的な稲美町をつくる」

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

100 兵庫県 兵庫県加古郡播磨町
播磨町まち・ひと・しごと創生推
進計画

兵庫県加古郡播磨町の全域

今後全国的に人口減少が見込まれるなか、本町においても少子高齢化の加
速は避けられない状況にある。現在の活力を将来にわたり維持し続けるた
めに、「結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境を創る」「安全・安心
に暮らせる「まち」を創る」「資源を活かした産業の振興で「しごと」を
創る」「魅力を伝え、「ひと」の交流・移住・定住の流れを創る」という
４つの基本目標を掲げ、施策の推進を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

101 和歌山県 和歌山県
和歌山県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

和歌山県の全域

安定した良質な雇用の創出を通じて地方への新たな人の流れを生み出すこ
とを目指し、和歌山県内の地方活力向上地域において本社機能を有する施
設を整備する事業を地域再生計画に位置付け、当該事業に関する計画につ
いて県知事の認定を受けた事業者に対し課税の特例等の優遇措置を講ず
る。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

102 和歌山県 和歌山県和歌山市
スマートシティの推進による持続
的な産業まちづくり

和歌山県和歌山市の全域

本市におけるスマートシティ実現に向けて、本計画では地域課題や行政課
題の解決に繋がる市内DX等を推進するとともに、第一段階としてまずは稼
げるまちづくりを形成する。これにより、本市が住みたい・働きたいまち
として選ばれ、持続的に成長できるまちを目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y090.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y091.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y092.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y093.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y094.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y095.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y096.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y097.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y098.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y099.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y100.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y101.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y102.pdf
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103 和歌山県 和歌山県和歌山市
まちなか活力再生と市民総活躍の
まちづくり

和歌山県和歌山市の全域

市街地の商業施設、公共施設、和歌山城を集客拠点として多くの人を集め
全体の回遊性を高めながら、多世代の交流や滞在時間の延長と消費を促す
ことができる仕組を構築する。また、郊外の地域拠点において、住民が主
体となり、地域の特色を生かしたまちづくりを推進し、まちの持続的な発
展につなげる。そしてこれらの取組について、若者をメインとした地域住
民が一丸となって、民間と連携し市全体の魅力の向上やPR活動、賑わいづ
くりに自主的かつ持続的に取り組んでいくことができるまちづくりを目指
す。

地方創生推進タイプ 計画本文

104 和歌山県 和歌山県和歌山市
和歌山の魅力資源を活用したイン
バウンド推進事業

和歌山県和歌山市の全域

２０２５年に日本国際博覧会（大阪・関西万博）が開催される予定となっ
ており、多くの外国人の来日が見込まれることから、コロナ禍においても
安心して訪れることができるよう各種取り組みを行い、和歌山市の魅力で
ある、歴史・文化・芸術・スポーツの魅力資源を活かしたインバウンド推
進事業をすすめる。さらに、地域特有の資源を活用したコンテンツの創
出・誘客の促進により、市内全体の周遊につなげ国内外からの誘客をはか
る。

地方創生推進タイプ 計画本文

105 鳥取県 鳥取県
経済・産業の転換促進プロジェク
ト

鳥取県の全域

県内中小企業の段階に応じたデジタル実装の面的な推進や、ＤＸ推進によ
る新たな付加価値を生み出すビジネスモデルの創出により、県内産業の生
産性向上を推進するとともに、ワークスタイルの変化により生じた、「都
市への集中から地方への分散」や「リスクの分散」など、社会・価値観の
変化を捉え、多様な人材が活躍可能な環境づくりによる新たな機会獲得を
推進し、人口減少下においても持続可能な経済・産業への転換による地域
産業の活性化を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

106 鳥取県 鳥取県 鳥取県の活力創出・魅力満喫事業 鳥取県の全域

誰ひとり取り残さない持続可能な地域社会の実現に向け、デジタル技術等
の最新の知見を活用し、中山間地域の活性化を図る。また、交通手段を統
合し一体的なサービスとして提供する仕組みの整備を行い全ての利用者が
快適に移動できる環境を整えることで、県内移動者及び観光客の増加によ
る地域経済の活性化を図る。更に、観光地や宿泊施設等のバリアフリー情
報発信ツールを開発し誰もが自由に移動し観光を満喫できる環境を整備す
るとともに、地域の活動に積極的に参画できるように健康増進等の対策を
行うことで、地域の活力創出を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

107 鳥取県 鳥取市
第２期鳥取市創生総合戦略推進計
画

鳥取市の全域

本市が将来にわたり持続可能な都市として発展・継続するため、「次世代
の鳥取市を担う‘ひとづくり’」、「誰もが活躍できる‘しごとづく
り’」、「にぎわいあふれ安心して暮らせる‘まちづくり’」を３本の柱
とし、進行する少子高齢化や人口減少問題に的確に対応するとともに本市
の強みや特性をいかした施策に取り組み、若い世代をはじめ多世代に選ば
れるまちづくりを推進する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

108 島根県 島根県浜田市
浜田市まち・ひと・しごと創生推
進計画

島根県浜田市の全域

将来にわたり活力あるまちとして発展していくため、若者が暮らしたいと
思う環境づくりとして雇用の場の創出により本市の移住・定住を促進する
とともに、出会いから結婚・子育てへの切れ目ない支援を行うことで、子
どもを産み育てようと思える環境の充実を図ることで、誰もが住みたい、
住んで良かったと思えるまちづくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

109 広島県

広島県、広島市、呉市、竹原市、三
原市、尾道市、福山市、府中市、庄
原市、東広島市、坂町、安芸太田
町、世羅町、三次市、熊野町、神石
高原町

ひろしまスタイル移住・マッチン
グ支援事業

広島県の全域

就業を伴うUIJターン者の増加を図るため，東京23区に一定期間在住又は
通勤している者が移住して，転居・就業・定着に至った場合に，広島県と
居住地の参加市町が協働して移住支援金を支給する。また，移住支援金の
対象企業等を掲載するマッチングサイトを開設・運営するほか，地域課題
の解決を目的とした起業及びSociety5.0関連業種等の付加価値の高い産業
分野での，デジタル技術を活用した事業承継又は第二創業について，地域
活性化等の社会的事業分野において起業等をする者に対し，起業経費の1
／２以内を補助する。

地方創生推進タイプ 計画本文

110 広島県 広島県広島市
地域コミュニティ活性化ビジョン
推進事業

広島県広島市の全域

地域活動の担い手確保に向けて、ICTの活用に向けた取組や若い世代の地
域活動への参画促進に取り組む。併せて、地域団体など多様な主体が地域
の将来像を共有し、連携して情報や人材の活用を図りながら様々な地域課
題の解決に取り組む「地域運営組織」の構築を支援するため、地域住民や
有識者の意見等を聴きながら、地域運営組織の設立に向けた機運醸成や地
域への支援策の検討を行った上で、本市の関係団体と連携して実施し、地
域コミュニティの活性化を図る。

地方創生推進タイプ 計画本文

111 山口県 山口市
山口市まち・ひと・しごと創生推
進計画

山口市の全域

人口減少対策や移住・定住促進、少子化対策などの視点から、山口市にお
ける主要産業である第３次産業を中心とした新たな雇用の創出、交流の拡
大、結婚・出産・子育ての環境整備、持続可能なまちづくり、そして、令
和の時代にふさわしい「便利で豊かな創造社会の構築」に向けた
「Society5.0」を見据えた対応や、人生100年時代の到来を見据えた取組
を進め、本市における社会減、自然減に歯止めをかけることを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

112 徳島県 徳島県小松島市
テレワークを活用した「地域の稼
ぐ力」向上計画

徳島県小松島市の全域

市が運営するコワーキング施設に在宅型テレワーカーの育成及び市内企業
の雇用型テレワーク導入促進を目的としたセンターを設置し、セミナー等
の開催を通じて域内の人材育成及び把握並びに企業の環境整備に努め、求
職求人のミスマッチ解消に繋がるよう、ハローワークと連携したマッチン
グイベント等を実施する。また、今春開設予定のコワーキング施設とも連
携し、都市部企業の「ワーケーション人材」の流入及び「サテライト型テ
レワーク」候補地等、地方移転を推進し、移住定住の拡大に繋げていく。

地方創生推進タイプ 計画本文

113 徳島県 徳島県小松島市
子育て世代をターゲットとしたま
ちの魅力向上による賑わい創出事
業

徳島県小松島市の全域

近隣自治体と比較し劣っている子育て施策・サービスを充実させるため
に、親子で参加できるイベントや学習プログラムの実施を行うとともに、
親と子が安心して過ごせる居心地の良い空間づくりを目指し、本市のかつ
ての繁栄の象徴でもある「本港地区」を再構築するためのグランドデザイ
ンの作成し、市のイメージの転換を図る。これらの取組により子育て世代
の満足度を向上させ、市外への転出者を抑制した定住促進と、市の魅力度
向上によるまちのにぎわいづくり及び移住定住人口の増加に取り組む。

地方創生推進タイプ 計画本文

114 徳島県 徳島県小松島市、徳島県勝浦町
通過型観光から滞在型観光への推
進事業～小松島市・勝浦町広域連
携～

徳島県小松島市及び徳島県勝浦郡勝
浦町の全域

隣接自治体である小松島市と勝浦町が、それぞれの地域資源の特性を活か
しながら、体験型観光商品のブラッシュアップやモニターツアーの実施、
道の駅や産直市を活用した効果的なプロモーション等を通じて観光コンテ
ンツの高付加価値化に取り組み、これまでの通過点としての観光地ではな
く、滞在できる観光地を目指すとともに、域内での観光客の滞在時間を伸
ばすことで観光消費の促進と交流人口の拡大を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

115 徳島県 徳島県阿波市
阿波市まち・ひと・しごと創生推
進計画

徳島県阿波市の全域

本市の人口は、1990年の国勢調査において人口減少に転じてからは、一貫
して人口減少が継続している状況であり、地域社会の担い手の減少や地域
経済の縮小による雇用機会の減少等、様々な社会的・経済的な課題が生じ
る恐れがある。このように本市の魅力を損なう恐れのある人口減少に歯止
めをかけるために、本計画を推進し、さらなる「しごと」と「ひと」の好
循環の加速と安全・安心に暮らすことのできる地域社会の構築に向けて取
り組むことで、人口減少問題の克服と持続可能な地域づくりを目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y103.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y104.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y105.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y106.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y107.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y108.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y109.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y110.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y111.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y112.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y113.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y114.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y115.pdf
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116 徳島県 徳島県那賀郡那賀町
那賀町まち・ひと・しごと創生推
進計画

徳島県那賀郡那賀町の全域

本計画では、「安定して働き続けることができる那賀町における｢しごと｣
の創生」、「那賀町への新しいひとの流れをつくる」、「那賀町が若い世
代の定住・結婚・出産・子育てに希望が持てる地域となる」、「時代に
あった地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携す
る」を推進し、住みよい住環境の確保、将来にわたって活気のある那賀町
の創造を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

117 香川県 香川県さぬき市
さぬき市まち・ひと・しごと創生
推進計画

香川県さぬき市の全域

急激な人口減少は、労働力人口の減少や消費市場の縮小を引き起こし、経
済規模を縮小させ、それが社会サービスの低下を招き、更なる人口流出を
引き起こす悪循環に陥る可能性がある。人口減少問題を克服するため、
「第２期さぬき市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、若い人が
働き、出会い、結婚し、出産、育児等のライフステージを本市で本市で過
ごしてもらえるような地域を目指し、雇用や移住・定住、子育て支援な
ど、市をあげた取組を展開していく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

118 香川県 香川県仲多度郡多度津町
たどつの輝き創生総合戦略推進計
画

香川県仲多度郡多度津町の全域

第２期たどつの輝き創生総合戦略に基づき、人口減少などの課題を解決す
るため、各種施策に積極的に取り組み、将来にわたって持続可能なまちづ
くりと、例え人口が減っても町民が笑顔で暮らせる環境づくりを推進す
る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

119 愛媛県 愛媛県
県内企業の魅力発信と雇用マッチ
ングの促進による若者の定着実現
化事業

愛媛県の全域

県内には農林水産業からものづくりまで多種多様な産業がバランスよく存
在し、素晴らしい技術・製品を持つスゴ技企業をはじめ、魅力的な企業が
存在しているが、依然として本県が転出超過である状況は変わっておら
ず、東京圏では引き続き転入超過が拡大しており、東京一極集中の流れに
歯止めがかからない状況が続いている。このため、県内の若者が、県外で
進学、就職する前に魅力的な県内企業の存在を知り、地元就職を選択肢の
一つとして考え、選ぶことを目指し、就職時期の若年世代の地元就職に向
けた取組みを今後も強化していく。

地方創生推進タイプ 計画本文

120 愛媛県 愛媛県新居浜市
新居浜市まち・ひと・しごと創生
推進計画

愛媛県新居浜市の全域

今後の人口減少を食い止めていくために、若い世代への施策を推進すると
ともに、50代以降の人口増に着目した施策の展開する。また、恵まれた自
然環境やものづくり企業の集積、別子銅山等産業遺産群などの地域特性を
周知・活用し全国的な知名度を上げる。そのために地元産業の振興、交流
人口・定住人口の拡大、子育て支援と健康長寿の実現、市域・組織を越え
た連携を目指した事業を推進することで、新居浜市人口ビジョンで掲げた
将来人口の達成に向けて、「住みたい、住み続けたい　あかがねのまち」
の実現を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

計画本文

121 愛媛県 愛媛県四国中央市 市民のしあわせづくり応援計画 愛媛県四国中央市の全域

本市は、人口減少が続いており、若者の流出も顕著となっています。一方
で、全国や愛媛県と比較して、出生率が高く、地場産業である「紙産業」
の雇用力や稼ぐ力が高いなどのポテンシャルを持っています。そういった
状況から、今後のまちの未来を考えると、子育て世代が安心して住みやす
いまちになっていく必要があり、地域外の人が訪れたくなるあったかい環
境（優しく迎え入れてくれる）の構築をおこない、市民一人ひとりのしあ
わせづくりを応援するまちづくりを展開していきます。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

122 福岡県 福岡県北九州市
アフターコロナを見据えたクール
ジャパンによるまちづくり推進計
画

福岡県北九州市の全域

アフターコロナを見据えたクールジャパンの再起動に資するため、本市が
強みを持つ漫画・アニメ・映像作品等の各クールジャパンコンテンツの活
用、コンテンツ間の連携を通じたにぎわい創出、交流人口増加等を図るた
め、クリエーターの育成や関連産業の創出、インバウンドの増加等にさら
に注力していくことで、【新しい人の流れ】⇒【しごとの創出】⇒【地域
経済の活性化】⇒【人口増】等の好循環を創出することを目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

123 福岡県 福岡県北九州市
北九州観光・インバウンド振興推
進計画

福岡県北九州市の全域

コロナ収束後の観光需要の回復を見据え、既存観光資源の磨き上げを行い
ながら、国内外へ効果的なプロモーションを行うことで、既存観光資源の
認知度向上を図る。また、外国人観光客をはじめとした観光客が滞在しや
すい環境を整備することで、本市での消費拡大につなげる。

地方創生推進タイプ 計画本文

124 福岡県 福岡市
福岡市まち・ひと・しごと創生推
進計画

福岡市の全域

本市は、日本全体の人口が減少する中、見込みを上回るペースで人口が増
え続けており、元気なまち、住みやすいまち、成長可能性の高いまちとし
て、国内外から高く評価されているが、今後は人口減少や高齢化が進むと
ともに、加速していく東京一極集中や九州の人口減少が、本市の活力にも
影響を及ぼし、持続可能なまちづくりに支障が生じることが懸念されるこ
とから、福岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられる施策を
一体的に推進し、九州・日本の成長を、そして地方創生を力強くけん引し
ていくもの。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

125 福岡県 福岡県太宰府市
太宰府市まち・ひと・しごと創生
推進計画

福岡県太宰府市の全域

「歴史と文化とみどりのまち」、「学問のまち」、「福岡都市圏のベッド
タウン」、「交通の要衝」を本市の４つの特徴として捉え、強み、弱みを
検証し、課題解決の方向性として、「太宰府の底力総発揮構想」、「太宰
府型全世代居場所と出番構想」、「令和発祥の都にふさわしい大太宰府構
想」、「1300 年の歴史に思いを致す持続可能な太宰府構想」の４つの構
想を打ち出しました。これらを有機的、複合的、総合的に組み合わせるこ
とで本市の歳出入一体改革を成し遂げ、令和発祥の都太宰府にふさわしい
更なる飛躍を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

126 福岡県 福岡県糸島市
糸島市「全世代・全員活躍のま
ち」事業

福岡県糸島市の全域

本事業は、移住者や退職世代、外国人など、多様な主体の参画や交流に
よって自ら活躍の場を創生するまちづくりの実現を目指し、市民が市外に
転出することなく生涯にわたって暮らし、働き、地域貢献などの活動基盤
を整備することを目的とする。このように多様性を受け入れる地域づくり
を行うことにより、アクティブシニアや移住・起業者、ボランティア等に
携わり市内で活躍でき、様々な地域課題の解決に寄与するような仕組みを
構築できる。

地方創生推進タイプ 計画本文

127 福岡県 福岡県八女郡広川町
広川町まち・ひと・しごと創生推
進計画

福岡県八女郡広川町の全域

本町の地域資源が持つ可能性を最大限活用して、安心して働ける雇用の創
出や創業支援に取り組むとともに、子育て支援や結婚応援の取り組みによ
り、町民の結婚・出産・子育ての希望実現に努めることで、若い世代が暮
らし続けられる地域づくりを図る。また、公共交通や生活環境の利便性向
上を図り、移住を促すことにより、将来にわたって活力ある地域づくりを
実現する。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

128 佐賀県 佐賀県
佐賀県まち・ひと・しごと創生推
進計画

佐賀県の全域

「ひとづくり・ものづくり佐賀 ～安定した雇用を創出する～」、「本物
を磨き、ひとが集う佐賀 ～本県への新しいひとの流れをつくる～」、
「子育てし大県佐賀 ～若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
～」、「自発の地域づくり佐賀 ～時代と向き合う地域をつくる～」の４
つの基本目標を掲げ、これまで育んできた佐賀の真の豊かさ、素晴らしさ
を磨き上げ、多くの人々が佐賀を訪れ、人と人とが出会う「交流」を生み
出すことで、佐賀発展の原動力とし、佐賀県の「まち・ひと・しごと創
生」を目指す。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例
地域雇用開発助成金（地域雇用開発
コース）

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y116.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y117.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y118.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y119.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y120.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y121.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y122.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y123.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y124.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y125.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y126.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y127.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y128.pdf
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129 佐賀県 佐賀県東松浦郡玄海町
玄海町まち・ひと・しごと創生推
進計画

佐賀県東松浦郡玄海町の全域

本町では、平成7（1995）年以降人口減少が始まり、少子高齢化も進行し
ている。この傾向が続けば、自治の基本組織である行政区などによって
は、生活環境等の維持・保全が困難になるなど、生活に様々な問題が生じ
る恐れがある。さらに、生産年齢人口（15～64歳）も一貫して減少傾向に
あり、町の産業の持続が危ぶまれる。これらの課題に対応するため、人口
減少に歯止めをかけ、将来的に人口増社会を展望するとともに、地域の活
性化を実現する取組を行っていく。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

130 佐賀県 佐賀県杵島郡大町町
杵島郡大町町まち・ひと・しごと
創生推進計画

佐賀県杵島郡大町町の全域

総人口が減少し、高齢化が進んでいるため、移住・定住の促進に力を入れ
る取り組みとして、商業環境の改善、子育て世帯への支援、空き家対策を
進めていくとともに、雇用の場の確保や住宅政策の推進等環境づくりの取
り組みを進める。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

131 長崎県 長崎県
長崎県地方活力向上地域特定業務
施設整備促進プロジェクト

長崎県の全域

　長崎県では、国全体よりも早く人口減少が始まっており、特に15歳～24
歳の若者の県外流出対策が重要な課題となっている。
　本県が有する災害リスクの相対的低さや、アジア市場に近いこと等の特
性を生かして、首都圏等からの企業の本社機能移転促進や、地場企業の本
社機能の拡充を促進して、地域経済の活性化、地域の創生を目指すもので
ある。

地方における本社機能の強化を行う
事業者に対する特例

計画本文

132 熊本県

　熊本県、熊本市、八代市、人吉
市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿
市、菊池市、宇土市、上天草市、宇
城市、阿蘇市、天草市、合志市、美
里町、玉東町、南関町、長洲町、和
水町、大津町、菊陽町、南小国町、
小国町、産山村、高森町、西原村、
南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城
町、甲佐町、山都町、氷川町、芦北
町、津奈木町、錦町、多良木町、湯
前町、水上村、相良村、五木村、山
江村、球磨村、あさぎり町、苓北町

くまもと版地方創生移住・起業支
援プロジェクト

熊本県の全域

熊本県の転出超過と県内企業の人手不足解消を目的として、移住者の金銭
的負担を軽減し、本県への移住を促進するため、東京圏在住者が本県に移
住し、県が制作・運営するマッチングサイトに掲載される県内企業に就職
した場合、その者に対して移住に必要な経費の一部を補助する。また、併
せて、地域コミュニティを維持し、地域住民や移住者の自立した地域づく
りを推進するため、地域再生計画において定める社会的事業等の分野にお
いて地域課題の解決に資することを目的として新たに起業する者に対し
て、起業に必要な経費の一部を補助する。

地方創生推進タイプ 計画本文

133 熊本県 熊本県熊本市
創業支援と地場企業の強化による
くまもと創生プロジェクト

熊本県熊本市の全域

熊本地震からの復興需要の剥落やコロナ禍による地域の産業競争力の低下
に歯止めをかけるため、創業や起業支援による新たな事業所の創出や企業
の技術革新の支援により地域に活力を生み出すとともに、質の高い多様な
雇用の場を拡大することによって若者の転出を抑制し、若者が活躍するま
ちを実現する。

地方創生推進タイプ 計画本文

134 熊本県 熊本県荒尾市
荒尾市ウェルネス拠点施設を中心
とした地域経済活性化プロジェク
ト

熊本県荒尾市の全域

ウェルネス拠点施設は、地域活性化拠点施設と同地区内に整備を検討して
いる保健・福祉・子育て支援施設の複合化施設として整備するものであ
る。地域活性化拠点施設は、物販・飲食施設における地場産品の販売等を
通して生産者等の所得向上、地産地消の促進による地域内経済の循環の推
進、保健・福祉・子育て支援施設との連携による健康増進や子育て支援機
能、広域も視野に入れた防災拠点機能、南新地地区に立地する周辺施設と
の連携により新たな価値を創造する機能など、あらゆる施策や取組を推進
する施設として整備する。

地方創生拠点整備タイプ 計画本文

135 熊本県 熊本県甲佐町、熊本県美里町
緑川を中心に地域資源を生かした
活性化プロジェクト事業

熊本県美里町の全域及び熊本県甲佐
町の全域

甲佐町と美里町両町の社会減の状況を見ると、特に若い世代の転出超過が
大きなウェイトを占めており、転出先や通勤・通学先においては熊本市が
圧倒的に多い状況にある。両町の地域特性を生かした取組みにより、人口
流出、特に進学・就職・結婚・住まい探しなどの機会に転出する状況を防
ぐとともに、交流人口の拡大・関係人口の創出を図り、人口流入を促進す
る。特に、特色ある教育環境の整備・充実、情報発信を行うことで、子育
て世代の流出防止、流入・定住促進につなげる。

地方創生推進タイプ 計画本文

136 熊本県 熊本県小国町
北里柴三郎博士を軸とした交流促
進事業

熊本県小国町の全域

熊本地震や新型コロナウイルス感染症の影響を受け、低迷する観光業の経
済循環を目的に拠点整備交付金において北里柴三郎記念館の整備により、
安心安全な滞在型観光地の拠点が確立される。その拠点を軸に、教育、一
般向けの旅行ツアーや医療分野のセミナーの開催を行い、観光入込客数の
増加と観光消費額の増加を図ることで、低迷する観光業や町内事業所など
の利益の還元をするとともに、それに関わる雇用の創出など、地域経済の
活性化と人口流出抑制を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

137 大分県
大分県、大分県大分市、大分県中津
市、大分県日田市

おおいたの未来を牽引する事業者
育成体制整備計画

大分県の全域

ビジネス開始初期から発展まで、企業の多様な成長フェーズにおいて、プ
ロの経営戦略パートナー等による伴走支援や、世界の有力企業が取り入れ
ているデザイン経営を、市町村と連携しながら活用することにより、サス
テナブルな経営を実現する中小企業や、新たなビジネスに挑戦する中小企
業（経営革新認定）の育成を通じて、これからの大分を牽引する企業（地
域未来牽引企業）の創出を図るとともに、スムーズな事業承継を実現し、
県内企業の経営基盤を総合的に強化できる環境づくりを進め、本県の雇用
創出につなげていく。

地方創生推進タイプ 計画本文

138 大分県 大分県日田市 日田市若者定住応援プロジェクト 大分県日田市の全域

出生数の減少及び進学等に伴う若い世代の市外への流出による人口減少が
著しいことから、働き方改革を推進し、多様なライフスタイルに応じた柔
軟な働き方の実現に取り組むとともに、子育て環境の充実を図ることで第
2子以降の出生数の増加など自然増につなげ、安心して子どもを産み育て
られることをPRし、Uターンの増加を図る。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

139 大分県 大分県佐伯市
佐伯市まち・ひと・しごと創生推
進計画

大分県佐伯市の全域

佐伯市では、人口減少や少子高齢化により、子どもを産み育てる親世代の
減少や産業の担い手不足などの問題が生じ、地域経済の衰退が懸念され
る。これらの課題に対応するため、「仕事を育て、仕事を創る」、「佐伯
市への人の流れを促す」、「結婚、出産・子育ての希望をかなえる」、
「街・浦・里が支え合い、高め合う」の４つを基本目標とし、一体的に取
り組むことにより超少子高齢化・人口減少に歯止めをかける。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

140 宮崎県 宮崎県
みやざき版地域経済循環モデル構
築計画

宮崎県の全域

地域資源を生かした産業である１次産業の「強み」を、デジタル、観光、
バイオ、ケミカル、デザインなど、様々な他の地域資源と結びつけ、地域
の核となる企業や個人のネットワークやプロジェクト（宮崎版地域経済循
環モデル）を県内各地に生み出すことによって、裾野が広く多様性豊かな
循環型の産業構造を構築し、持続可能な地域の発展に寄与する。

地方創生推進タイプ 計画本文

141 宮崎県 宮崎県児湯郡都農町
都農町まち・ひと・しごと創生推
進計画

宮崎県児湯郡都農町の全域

第2期都農町まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本方針である「地域の
魅力があふれ、町民の笑顔と活力に満ちたまち」の実現を目指し、4つの
基本目標（地域の強みを活かした自律的で安心なしごと創造戦略）、（都
農の魅力でつながり、呼び込むひと創造戦略）、（ゆとりの子育て環境で
健やかな子どもを育む夢未来創造戦略）、（健康で生きがいを感じ、安心
な暮らしを実現するまち創造戦略）に沿った取り組みにより、人口減少の
抑制を図りながら、地域産業や経済の活性化を推進し、人口減少に適応し
たまちづくりを行う。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y129.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y130.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y131.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y132.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y133.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y134.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y135.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y136.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y137.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y138.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y139.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y140.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai68nintei/plan/y141.pdf
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第68回認定（令和５年８月17日変更認定分）　　地域再生計画の概要

142 鹿児島県

鹿児島県，鹿児島市，鹿屋市，枕崎
市，阿久根市，出水市，指宿市，垂
水市，薩摩川内市，曽於市，霧島
市，いちき串木野市，南さつま市，
志布志市，南九州市，伊佐市，姶良
市，十島村，さつま町，湧水町，大
崎町，東串良町，錦江町，南大隅
町，肝付町，南種子町，屋久島町，
宇検村，龍郷町，喜界町，徳之島
町，天城町，伊仙町

かごしま移住就業・起業支援事業 鹿児島県の全域

県と市町村が連携を図りながら，人手不足緩和，地域課題解決等を目標と
して，東京圏からの移住促進を推進することで県内中小企業等における人
手不足を緩和し，産業基盤の整備などを進め，地域の再生・活性化を図る
ため「移住支援事業」を実施するほか，県内中小企業等が持つ魅力・実力
を東京圏の求職者に対して効果的に発信し，より多くの移住・就業を実現
させるための「マッチング支援事業」，デジタル技術を活用した地域課題
の解決に資する社会的事業を新たに起業する者に対し，起業経費の一部補
助を行う「起業支援事業」を実施する。

地方創生推進タイプ 計画本文

143 鹿児島県 鹿児島県出水市
情報通信関連産業育成に向けた人
材と企業の誘致プロジェクト

鹿児島県出水市の全域

新型コロナウイルス感染症の拡大によって社会のデジタル化の必要性が再
認識されており、地域の経済活動においてICTの活用は必要不可欠になる
と考えられる。出水市の情報通信業の市内生産額は50億と市全体の1.7％
にとどまり、デジタル技術活用のニーズに市内で対応できない状態であ
る。そこで、情報通信関連産業育成に向けて必要な人材と企業の誘致を図
り、地域のデジタル化ニーズに市内で対応できる体制を整備し所得の漏出
を抑えるとともに、若者にとって魅力的な働く場を確保し、若者の市外流
出の抑制・定着を目指す。

地方創生推進タイプ 計画本文

144 沖縄県 沖縄県、うるま市、伊江村
沖縄県移住・マッチング支援・ス
タートアップ起業支援金交付事業
計画

沖縄県の全域

県と市町村が連携し、東京圏からの移住促進を推進することで県内中小企
業等における人手不足解消や地域の担い手の確保などを図るため、県が運
営するマッチングサイトを通じた県内企業への就職した移住者等に対し、
移住に必要な経費の一部を補助する。また、沖縄の優位性や潜在力を活か
し、新たな産業の創出や社会課題の解決を牽引する人材及びスタートアッ
プ等の育成・輩出を進めるため、デジタル技術を活用して起業を目指す者
に対し、起業に必要な経費の一部を補助するとともに、事業の立ち上げに
関する伴走支援等を行う。

地方創生推進タイプ 計画本文

145 沖縄県 沖縄県中頭郡中城村
中城村まち・ひと・しごと創生計
画

沖縄県中頭郡中城村の全域

 中城村は人口は、1980年代後半から現在まで増加しており、人口増加率
も全国トップクラスとなっているが、地域別にみると、人口増加は土地区
画整理事業実施地域のみ一極集中であり、他地域の人口は減少傾向で、さ
らには高齢化が進んでいる。今後も人口減少や高齢化が進むことで、社会
保障費等の増加や地域産業の衰退など、様々な影響が懸念される。
これらの課題に対応する為、子育て支援の充実を図り、子育て世代の定住
促進を図るとともに、安定した雇用の創出・確保によって地域経済の活性
化に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

146 沖縄県 沖縄県中頭郡西原町
西原町まち・ひと・しごと創生推
進計画

沖縄県中頭郡西原町の全域

本町では2000年代より人口増加が鈍化し始め人口がほぼ横ばいで推移して
きている。将来、老年人口の大幅な増加に対し生産年齢人口や年少人口は
ともに減少していき少子高齢化が顕著に進行していくことが予測されてお
り、それを要因として社会保障費等の増加や地域の担い手不足による地域
コミュニティの衰退等、住民生活への様々な影響が懸念される。これらの
課題に対応するため、若い世代の結婚や出産をかなえる子育てしやすい環
境の充実、安定した雇用及びひとの流れを創出することによる地域経済の
活性化に取り組む。

まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業に関連する寄附を行った法人に対
する特例

計画本文

147 その他
三重県いなべ市、秋田県大館市、北
海道芽室町

野遊びSDGsの推進
北海道芽室町、秋田県大館市及び三
重県いなべ市の全域

『野遊びSDGs』の理念と手法を軸に、ハイクラスの野遊びリゾートとし
て、富裕層のニーズに応じた多彩なメニューを準備し、他では体験できな
い『土地と風土を存分に満喫する時間と空間』を創出することで、ター
ゲットを「国内」「都市住民」「中間層」から、水平軸は「海外」、垂直
軸は「富裕層」に、３次元的に多角化し拡大する。さらに、広域連携によ
り海外富裕層の多様なセグメントのニーズを取りこぼさない体制を実現す
る。

地方創生推進タイプ 計画本文

148 その他

福岡県北九州市、山口県下関市、福
岡県直方市、福岡県行橋市、福岡県
豊前市、福岡県中間市、福岡県宮若
市、福岡県芦屋町、福岡県水巻町、
福岡県岡垣町、福岡県遠賀町、福岡
県小竹町、福岡県鞍手町、福岡県香
春町、福岡県苅田町、福岡県みやこ
町、福岡県上毛町、福岡県築上町、
福岡県吉富町

人の流れや投資を呼び込む「新た
な都市ブランディング」推進計画

福岡県北九州市、山口県下関市、福
岡県直方市、福岡県行橋市、福岡県
豊前市、福岡県中間市、福岡県宮若
市、福岡県芦屋町、福岡県水巻町、
福岡県岡垣町、福岡県遠賀町、福岡
県小竹町、福岡県鞍手町、福岡県香
春町、福岡県苅田町、福岡県みやこ
町、福岡県上毛町、福岡県築上町、
福岡県吉富町の全域

現状に反して、「公害のまち」「暴力のまち」という負のイメージが全国
的に浸透・定着してしまい、首都圏において企業の誘致や投資、大規模イ
ベントの興行誘致、移住促進活動をする際も、本市に対する悪いイメージ
が足かせになってきた。そこで、過去の負のイメージを払しょくし、特に
若者が「将来に向けて期待感を抱くことができるまち」のブランディング
を図って都市の価値を高め、新たな人の流れや投資を呼び込んでいく。

地方創生推進タイプ 計画本文

149 広域連合 関西広域連合 関西文化観光推進プロジェクト
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、鳥取県及び徳島
県の全域

関西は、世界文化遺産をはじめ、全国の国宝・重要文化財の約５割が集積
するなど各地に豊富な文化資源を有しており、国内外から多くの観光客が
訪れている。しかし、関西を訪れる観光客の多くが大阪、京都に留まり、
関西全体の地域活性化に繋げられていない。そこで、関西各地に点在する
文化資源の効果的な発信、ＡＩを活用した情報の提供、デジタルパスポー
トの発行など観光を促す仕掛けを講じるとともに、ＷＥＢパビリオンの設
置など大阪・関西万博を活用した取組を進めることにより、関西全体の文
化・観光振興と地域活性化を実現する。

地方創生推進タイプ 計画本文
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